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要旨
2000年度から新潟国際情報大学ではカナダのアルバータ州エ ドモントンにある
アルバータ州立大学Extension学部で夏期セミナーを実施してきた｡カナダは電子政府
の成熟度が1位にランキングされるなど情報化先進地域であったことから､夏期セミナ
ーのプログラムにIT企業訪問を取り入れ､先進的な企業を毎年5社程度訪問してきた｡
その結果､エドモントンには新潟の情報サービス関連企業にくらべると独自性の強いビ
ジネス展開を行っている企業が多いように感じられた｡そこで新潟の情報サービス関連
企業との違いと､その違いが生じた背景を明らかにするため2P05年の7月から9月
にかけてエ ドモントンの情報サービス関連企業を対象にアンケート調査および面接調
査を実施した｡.エドモントンは人口が市街地で約70万人､周辺部を含めると約100
万人となりほぼ新潟市に匹敵することから比較調査に適した条件を有していた｡
今回はエ ドモントンで実施した調査と同じ内容のアンケー ト調査を2006年の
10月から11月にかけて新潟で実施した｡質問ごとに得られた結果をエドモントンの
結果と比較し両地域の相違点を明らかにした｡さらに明らかになった相違点についてそ
の背景を考察するとともに､新潟あるいは日本の情報サービス産業の今後の事業展開の
可能性について考察した｡新潟県 IT産業ネットワーク21の会員名籍とタウンページ
から選択した282社に郵送で調査票を送付した｡その結果､79社からアンケート調
査の回答を得ることができた｡面接調査は79社の中から面接調査の同意を得ることが
できた27社に対して実施した｡アンケートの集計結果および､面接調査の結果から以
下の点が明らかとなった｡
1.企業の組織形態は新潟では99%が会社組織であった｡カナダでも95% の企業は
最初から会社組織でスタートしていた｡企業活動を円滑に行えるというのが両者に
共通の理由であった｡その他に新潟では会社の信用度が増すために採用活動に有効
であるという回答が複数あった｡
2.会社の従業員数は､新潟では10-49人の企業が36%と最も多かった｡従業員
が0-9人の企業は24%でエドモントンの57%の半分以下となった｡スモールサ
イズ企業がエドモントンより少ないことが確認できたが､同時に新潟にもエドモン
トンと同様のスモールサイズ企業が実際に存在し活動していることが確認できた｡
3.会社設立時における資金は新潟では71%が個人の資金であった｡エドモントンで
も85%が個人の資金で､どちらも創業者の自己資金を意味していた｡新潟では創
業時に請負あるいは派遣のビジネスから開始する企業が多かったのに対し､エドモ
ントンでは最初から独自の商品やサービスの開発を行い､それらをもとに事業展開
をめざす企業が多かった｡
4.企業の国外売上に関する結果では､新潟では国外売上が総売上に対して10%未満
の企業が96% と圧倒的に多かった｡国外売上が10%以上を占める企業はわずか
4%であった｡エドモントンの場合､国外売上が総売上に対して10%以上の企業
は43%存在し､新潟と非常に大きな違いを示した｡新潟の10%未満は殆どが0%
･を意味しており､国外での事業は検討したこともないという企業が殆どで､国外ビ
ジネスについて関心を持つ企業はほとんど認められなかった｡
5.研究開発投資に関する結果は､新潟では対売上研究開発投資比率1.0%未満の企
業が最も多く45%であった｡対売上研究開発投資比率10.0%未満の企業は
91% にもなった｡対売上研究開発投資比率が10.0%を超える企業は9% ､
20.0% を超える企業はわずか1%であった｡対売上研究開発投資比率の中央値
は1.0-1.9% で､2003年情報サービス産業基本調査の中央値1.0-0/.未満
より高いものの､エドモントンの10.0-14.90/.と比較すると約10分の1と非
常に低い値となった｡
6.会社の製品あるいはサービスの強みに関する回答では､両地域とも ｢信頼性｣､｢優
位性のある機能または技術｣､｢サポート｣､｢実績｣の4つの要素が重要と考えられ
ていた｡新潟では､｢信頼性｣､｢優位性のある機能または技術｣､｢サポート｣､｢実績｣
の順であったが､一エドモントンでは､｢優位性のある機能または技術｣､｢実績｣､｢信
頼性｣､｢サポート｣の順となり､新潟では人との関係が製品やサービスの評価に重
要な要素となり､エドモントンでは製品そのものの評価が強みとなる傾向が認めら
れた｡
7.効果的なマーケティング戦略として､新潟､エドモントンとも ｢ヒューマンネット
ワーク｣がそれぞれ73% ､61%と圧倒的に多かった｡インタビュー調査の結果､
エドモントンでは顧客とのネットワークを意味したが､新潟では同業者間でのネットワ
ークを意味する場合が多く内容には大きな違いがあった｡
8.新商品開発に必要な情報の入手先として､新潟では ｢毎日のビジネス｣と回答した
企業が最も多く､88% の企業が毎日のビジネスの中に商品開発のヒントがあると
考えていた｡次に多かったのが｢自分より大きな会社との提携｣で53% であった｡
エドモントンでは ｢研究開発｣から得ると回答した企業が最も多く68%で､次に
多かったのが研究開発とは対極にあると思われる ｢毎日のビジネス｣が59%であ
ったことから､エドモントンでは研究開発タイプと､日常業務タイプが同程度存在
した｡新潟では ｢研究開発｣と回答した企業が14%と少なかったことから､日常
業務タイプが大半を占めると考えられた｡
9.会社のゴールは､新潟では ｢人や社会に貢献できる~こと｣､｢従業員にとって良い会
社になること｣､｢独自の商品やサービスを持つこと｣の順であった｡エドモントン
では､｢グローバルカンパニーになること｣､丁独自の商品やサービスを持つこと｣が
同率1位で､次いで ｢人や社会に貢献できること｣の順であった｡新潟では企業の
立場に重点が置かれたのに対し､エドモントンでは企業活動の成果そのものがゴー
ルとなっていた｡
10.新潟では､会社の総売上に占める下請け契約の割合が50%以上の企業は41%､
下請け契約の割合が70%以上の企業は32% であった｡中央値は30-49%で
あった｡｢下請けはない｣との回答は19% であった｡新潟における下請けは2次､
~3次､4次､5次に至るさまざまな形態が存在したが､基本的には受託 (請負)あ
るいは派遣の形態であった｡派遣はビジネスとしての利益率は低いものの事業リス
クが低く､安定した企業経営が見込めることから､事業の一定割合を積極的に派遣
事業から構成している企業が複数あった｡エドモントンの調査では情学良サービス産
業における下請ビジネスの存在を確認することはできなかった｡エドモントンでは
情報サービス産業におけるビジネスの基本は､独自商品による事業展開か､受託業
務の直接契約 (元請)であり､下請けは情報サービス産業のビジネスとは考えられ
ていないようであった｡ビジネス展開を考えるうえで元請と下請けの違いは､元請
であればユーザ企業との契約条件によりノウハウや著作権を自社に蓄積できる可能
性があるが､下請けではユーザ企業と契約関係がないため著作権などの知的財産を
自社に蓄積することが不可能に近いことであった｡
新潟とエドモントンにおける調査結果を比較すると､最も大きな違いを示したのは､
研究開発投資であった｡新潟では対売上研究開発投資比率が10.0%を超える企業は
9%､対売上研究開発投資比率が20.0%を超える企業は1%となったが､エドモン
トンでは対売上研究開発投資比率が10.0%を超える企業は57%､対売上研究開発
投資比率が20.0%を超える企業は27% であった｡平成16年企業活動基本調査報
告によれば製造業の対売上研究開発投資比率 (売上高研究開発費比率)は4.37%で
あり､研究開発費からみると新潟の情報サービス企業は､国際競争力のある日本の製造
業のような開発型の事業構造を有していなかった｡なお､エドモントンの対売上研究開
発投資比率の中央値10.0-14.9%は､日本の情報サービス産業よりはるかに高いだ
けではなく､日本の製造業の4.37%をも上回っていた｡エドモントンの情報サービ
ス関連企業は､研究開発投資により他社にないサービスや商品の創造をめざす開発型の
事業構造を有していた｡そして事業リスクが高いことと引き換えに､成果として得られ
た独自性のある商品やサービスを核に事業展開を行っていた｡この独自性がグローバル
な事業展開を可能にしていると考えられた｡
一方､新潟の情報サービス関連企業は､研究開発投資のような先行投資が少ない分事
業リスクは低くなるが､独自性のある商品やサービスによる事業展開が困難となってい
た｡新潟あるいは日本の情報サービス関連企業が国外の情報サービス関連企業と互角に､
日本市場を含むグローバル市場で競争するためには､日本の製造業と同様に､先行投資
のリスクを取った開発型の事業構造にシフトせざるを得ないと考えられた｡新潟とエド
モントンの両地域における調査結果は､研究開発投資動向が企業サイズに関係ないこと
を示しており､研究開発投資は企業サイズより経営者の姿勢によるところが大きいと考
えられた｡情報サービス産業か国際競争力のある産業構造に変化できるかどうかは経営
者のマインドに依存するところが非常に大きいといえる｡研究開発のような先行投資を
可能にするためにはエドモントンの企業の多くがそうであったように､自社の強みを見
極め､事業領域を絞り込み､経営資源を集中すべきサービスや技術分野を明確にするこ
とが必要になると考えられた｡
事業をとりまく環境としてユーザサイ ドの意識の差も､情報サービス産業の事業構造
の違いに大きく反映していると考えられた｡エドモントンでは小規模な企業が大規模な
企業と競合した場合でも､商品やサービスそのものについて良い評価をユーザ企業から
得ることができれば､小規模な企業でも政府 ･自治体やユーザとしての大企業と契約で
きる可能性が存在した｡表現を変えれば､ユーザ企業が情報サービス関連企業の商品や
サービスや受託能力そのものを評価していることになる｡一方､新潟あるいは日本では､
発注者であるユーザ企業や自治体が､企業のスキルや納入される製品の質よりも発注の
リスクを避けることに目が向いており､年間売上高や従業員数で企業を判断する場合が
多いと思われた｡従って､プロジェクトが大きくなるに従って､小さな規模の企業と直
接取引するよりも､主に東京地域に所在地のある大手の情報サービス関連企業やユーザ
の系列企業に事業を発注することが多くなる｡新潟地域の小規模な多くの企業はこれら
の元請企業と下請け契約を結んでおり､ユーザ企業の意識が新潟に下請ビジネスが多い
遠因となっていた｡ ユーザから発注を受ける元請企業の中には､実質的業務を自社で行
わずにプロジェクト管理を含め下請けに出す場合もあるようであった｡このような場合､
元請企業は流通業における問屋に相当することになり､結果としてプロジェクトから得
られるはずのノウハウや知的財産が､発注者側にも受注者側にも残らないことになる｡
下請け企業はユーザ企業と直接契約を交わしていないため､プロジェクトから得られる
ノウハウや知的財産を自社に蓄積できるような契約を結ぶことは不可能に近い｡ユーザ
企業には､企業を規模や実績だけで評価するのではなく､技術やサービスや企業そのも
のの能力を評価し､実際にプロジェクトを実行できる企業と直接契約しようとする姿勢
が望まれた｡
エドモントンではプロフェッショナル･アソシエーションと呼ばれる地域に根ざした
専門家協会が多く存在し､会員間のコミュニケーションを重視した会議やミー ティング
の主催などを積極的に行っていた｡会費がかなり高額になるにもかかわらず､会員にと
って有効な情報交換の場となっていたO,新潟では､新潟市ソフトウェアJ7ri業協議会の活
動が多くの企業に支持されていたが､エ∵ドモントンと比べると将来のビジネスを創造す
るための活動が少ないように感じられた｡補助金の支給や税金の優遇箱といった制度的
な支援､あるいは講演会やセミナTといった企業に新しい情報を伝えるといった一方通
行の支援でなく､個人や企業の自主的な活動をサポートする環境整備や助成策が有効で
あると考えられた｡特に､ヒューマンネットワーク作りに役立つ環境整備が有用である
と考えられた｡アルバータ州政府のTechFilesのような企業データベースの運用も地域
内の企業のPRや信用付与に効果を果たすと考えられた｡既に独自商品の販売経験のあ
る企業が新潟にも複数存在したが､販売後のカスタマーサポートが大きな障壁となり断
念した場合が多かったことから､カスタマーサポートの共同運営支援なども有効である
と考えられた｡
新潟とエドモントンにおけるアンケート調査の結果､およびインタビュー調査の結果
から､新潟あるいは日本の情報サービス産業が､国際競争力のある事業展開を行うため
には､以下のようなポイントに留意する必要があると考えられた｡
･日本の製造業のように健全なリスクを取って研究開発などの先行投資を行い､独
自の商品やサービスを創り出す努力が必要である｡
･ユーザと直接受託契約を締結する割合を増加させ､ノウハウや著作権を社内に蓄
積する努力が必要である｡
･先行投資を効果的に行うため､その前段階として､自社の強みを再確認し､事業
対象を絞り込む必要があ号｡
･国内ビジネスを創造する時点から国外ビジネスの可能性について考慮することが
望ましい｡
･派遣ビジネス､機器販売ビジネスの目的と意義を明確にし､適切な事業水準を確
認する必要がある｡
･自社独自の商品を持つことの重要性あるいはその価値について再考する必要があ
る｡
･会社のゴールとして最も回答の多かった ｢人や社会に貢献できる｣会社とは､従
業員に職場を提供できるだけでなく､新しい価値観を社会に提供できる会社でも
あることを認識する必要がある｡
なお､インタビュー結果は音声ファイルの内容を精査する必要があることから別途報
告する予定である｡
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4-15-b 研究開発投資 【エ ドモントン】
4-16企業サイズ別の研究開発投資 (0-9人と10人以上)
4-16-a 企業サイズ別の研究開発投資 【新潟】
4-16-b 企業サイズ別の研究開発投資 【エ ドモントン】
4-17企業サイズ別の研究開発投資 (0-9人と10-99人と100人以上)
4-17-a 企業サイズ別の研究開発投資 【新潟】
4-17-b 企業サイズ別の研究開発投資 【エ ドモントン】
4-18商品開発情報の入手
4-18-a 商品開発情報の入手 【新潟】
4-18-b 商品開発情報の入手 【エ ドモントン】
4-19 ドキュメント管理
4-19-a ドキュメント管理 【新潟】
4-19-b ドキュメント管理 【エ ドモントン】
4-20知的財産
4-20-a 知的財産 【新潟】
4-20-b 知的財産 【エ ドモントン】
4-21会社のゴール
4-21-a 会社のゴール 【新潟】
4-2Lb 会社のゴール 【エ ドモントン】
4-22下請け割合 【新潟のみの問】
4-23会社名の記述 【新潟のみの間】
4-24インタビューの承諾
4-24-a インタビューの承諾 【新潟】
4-24-b インタビューの承諾 【エ ドモントン】
5.結論と考察
5-1まとめ
5-2情報サービス産業の事業構造
5-3事業支援環境
5-4将来に向けた事業展開の視点
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資料 1 依頼状 ･調査の概要
資料2 調査票
1.調査の背景と目的
情報サービス産業協会による情報サービス産業基本調査や新潟県 ITサービス産業白書によ
ると､情報サービス産業関連企業の主要顧客には同業者である情報サービス産業が含まれてい
る｡これは各企業が得意の分野を補完しあう事業構造ではなく､規模の大きな情報サービス関
連企業がユーザ企業から受注した仕事を､中小の企業が下請契約で受注していることを示して
いる｡また新潟県内の情報サービス関連企業による研究会活動-の助言などを通して県内には
独自性のあるビジネスを展開している企業が少ないように感じていた0
一方､2000年度から新潟国際情報大学ではカナダのアルバータ州エドモントンにあるア
ルバータ州立大学Extension学部で夏期セミナーを実施してきた｡プログラムの中にIT企業
訪問を取り入れた "北米社会と情報"科目を設置し毎年5社程度を訪問してきた｡その結果､
エドモントンの情報サービス関連企業は日本と比べると明らかに小規模な企業が多いけれど
も､日本の情報サービス関連企業にくらべると独自性の強いビジネス展開を行っているように
感じられた｡
そこでこの違いが実際に存在するのか､そして違いがあるとすればその原因は何かを明らか
にするため新潟とエドモントンの情報サービス関連企業について比較調査を行うことを企画
した｡エドモントンの人口は市街地で約70万人､周辺部を含めると約100万人でほぼ新潟
市に匹敵する｡市の大きさも30KM四方で新潟市とほぼ同じである｡また､エドモントンと
新潟市は国の首都から離れた州都と県庁所在であり､同一経済圏に別の大きな工業都市(カル
ガリー と長岡)が存在するなど､地理的､心理的な類似性が認められた｡これらの類似性は新
潟とエドモントンの情報サービス関連企業の活力を比較するために適した条件になると考え
られた｡
2005年の7月から9月にかけてエドモントンの情報サービス関連企業を対象にアンケー
ト調査およびインタビュー調査を実施した｡調査に先だって､日本とアメリカ･カナダの統計
調査報告を比較し､日本と北米の情報サービス産業の構造比較を行った｡アンケート調査では
調査報告書の比較から想定された違いが実際に存在することの確認､そして違いの原因や背景
の考察を目的とした｡さらにインタビュー調査では想定された違いの具体的な事例を通して､
違いが生じた背景を考察することを試みた｡今回は2006年の10月から11月にかけて､
エドモントンで行った調査と同一の調査を新潟で実施した｡同一の質問に対する結果を直接比
較し違いを明確にするとともに､インタビュー調査により正確な背景の考察を試みた｡さらに
新潟そして日本の情報サービス産業の今後のありかたについて考察した｡
2.カナダtエドモントンにおける調査結果の概要
日本で情報サービス産業と呼ばれる産業は北米では "SoftwarePublishers", "Data
Processing,Hosting,andRelatedServices", "ComputerSystemsDesignandRelated
Services"の3産業であった｡エドモントンに存在するこれら3産業に関連する企業に対して
実施したアンケート調査の概要を以下に示す｡
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1.従業員数0-9人の企業が全体の57%を占めた｡これによりスモールサイズ企業が多く
存在することを確認できた｡日本では10-29人規模の企業が多いのに対し､アメリカでは
4人以下のスモールサイズ企業が多いという情報サービス産業に関する統計調査の結果とも
一致した｡
2.会社設立時の従業員数に関する調査では設立時1-4人の企業が88% と最も多かった｡
また会社設立時の資金は圧倒的に個人の資金が多く全体の85%を占め､ベンチャーキャピタ
ルや､政府からの借り入れは非常に少なかった｡インタビュー調査の結果､大多数の企業は創
業者の自己資金をもとに従業員1-2人で設立されていた｡
3.国外売上に関する調査結果では43%の企業は総売上に対して10%以上の国外売上を
示し､さらに28% の企業は50%以上の国外売上を示した｡インタビュー調査の結果､国外
での事業展開は通常業務の一部のように認識されていた0
4.研究開発投資に関する調査結果では､57%の企業は総売上に対して10%を超える投
資を行っており､さらに27%の企業は総売上に対して20%を超える投資を行っていた｡日
本の情報サービス産業の総売上に対する研究開発投資は約1% であることから､日本に比べる
とはるかに多い研究開発投資が行われていた｡企業サイズによる違いは認められなかった｡
5.-会社の製品あるいはサービスの強みに関する回答では ｢優位性のある機能または技術｣
が64% と最も多く､多くの企業が独自の機能や技術を持つことの重要性を認識していた｡
6.効果的なマーケティング戦略として選択された上位3項目は ｢ヒューマンネットワー
ク｣､｢プロフェッショナル ･アソシエーション｣､｢トレー ド･フェアー｣であった｡他に自由
記述で ｢口コミ｣が多かった｡
7.今回の調査で情報サービス産業における下請ビジネスの存在を確認することはできなか
った｡下請けの趣旨が理解できる質問を設定することさえ困難であった｡
8.情報サービス産業に占める"SoftwarePublishers"産業の割合は日本よりも高かった｡
インタビi-調査の結果､新しいソフトウエアの開発は依然として活発に行われているものの､
ソフトウエアそのものを開発して販売するという従来のビジネスから､開発したソフトウエア
を使った新形態のビジネス-シフトする傾向が認められた｡
以上が､エドモントンにおける調査から得られた結果の概要であるが､日本との比較は日本
の公的な調査結果と比較したものであった｡
3.新潟における実地調査の方法と有効回答数
3-1調査対象企業
新潟県 IT産業ネットワーク21の会員である情報サービス関連企業を主たる調査対象企業
とした｡新潟県IT産業ネットワーク21は新潟県の産業支援機関である財団法人にいがた産業
創造機構NICOが主催する団体である｡2007年10月の時点で合計169の企業等が登録
されていた｡その中で重複した企業や IT関連事業を直接行っていないと思われた市町村の関
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連団体､協会､組合などを除いた133企業を調査対象とした｡
表1 IT産業ネットワーク21の会員名簿とタウンページから選択した282社
リス トに挙げられた 重複や異業種を除いた ウェブサイ トと住所
企莱数 企莱数 が確認できた企業数
fT産業ネットr7_-ク21 169 133* 133
イエローページ 590 291 149
☆新潟市外の41社を含む
IT産業ネットワーク21とは別に新潟市のタウンページで情報サービス関連企業を調査した｡
電話帳の分類別に､プロバイダ8件､ソフトウエア202件､インターネット関連サービス
123件､コンピュータ219件､システムインテグレド38件､合計590件の電話番号と
の一致が認められたo合計590件から同一企業の電話番号とフア′ツクス番号の重複や､部
署 ･支店等の重複を除き､さらにあきらかに販売業と判別できた企業を除くと291社と摩っ
た｡291社からIT産業ネットワーク21と重複する企業を除き､Webサイ トが実際に稼動し
ていることおよび住所が確認できた企業を候補とした｡Webサイ トで業務内容が不明な企業に
ついては電話で業務内容を確認した｡その結果 149社を調査対象に加えた｡
IT産業ネットワーク21から選択した133社にタウンページから選択した149社を加え
た計282社を調査対象とした｡表1にその選択過程をIT産業ネットワーク21の会員名簿と
タウンページから選択した282社として示す｡
3-2調査の概要
調査は､アルバータ州立大学Extension学部において行った調査と同じ内容の調査票を使用
して実施した｡調査内容および収集したデータの取り扱いについて事前に新潟国際情報大学の
承認を受け､アンケー ト調査の回収率を高くするため新潟国際情報大学の名前を使って調査を
実施することにした｡倫理規定はアルバータ州立大学で作成したEthicsに準じることとした｡
調査票､調査補助者用の秘密保持契約書もアルバータ州立大学で作成したものと同じ内容のも
のを使用したが､コンセントフォームは､日本の実情に合わないため省略した｡
調査票はアルバータ州立大学で作成したものをそのまま日本語に訳した20問に､下請けと
会社名に関する2間を追加し計22問とした｡15分以内で回答できるよう構成した｡エ ドモ
ントンにおける調査結果と比較できるよう極力同じ質問になるよう日本語で表現した｡エ ドモ
ントンでは下請ビジネスに関する質問の趣旨が理解されないことから､質問を調査票に含める
ことを断念したが､新潟の調査票では質問21として追加した｡大学の封筒に依頼状､質問票､
エ ドモントンの調査報告書を返信用封筒とともに入れ､2006年10月16-20日の間に
282の企業-郵送した｡依頼状には質問票に回答を記入して2006年11月10日までに
新潟国際情報大学の高木研究室宛に返送するよう記述した｡調査に使用した依頼状を資料1に､
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調査票を資料2に示す｡なお､新潟､エドモントン両地域の調査共､謝礼あるいは薄謝に相当
する物品は同封していない｡
3-3アンケート調査の返送率とインタビュー調査の承諾畢
郵送によるアンケート調査の返送件数とインタビュー調査-の承諾数を表2に示す｡IT産
業ネットワーク21の会員名辞とタウンページから選択した計282の企業-調査票を郵送し
たが､住所の間違いにより32通が返送されてきたことから280社-有効に郵送されたと考
えられた｡最終的に調査票の郵送による有効返送数は79社となった｡IT産業ネットワーク
21の会員名簿から選択した133社の回答は50通で回収率は38%であった｡タウンページ
から選択した149社の回答数は29通で191%となった｡アンケートに回答した79社中
27社 (34%)がインタビュー調査に応じることを承諾した｡
表2 アンケート調査-の返答件数とインタビュー調査の承諾数
郵送件数 Effect~iveMaHs* Reptied lnterViewed
lT産業ネットワーク21. 133-. 133 50 .16
イエローページ 149 148 29 ll
*Eliminatethecompaniesmailundelivered
アンケートに回答した79社の企業サイズは､従業員数0-9人の企業が19社(24%)､
10-49人の企業が28社 (36%)､50-499人の企業が24社 (31%)､500人
以上の企業が7社 (9%)となり､特定サービス産業実態調査と同様の傾向を示した｡従業員
0-9人の企業は24%であったがェドモントンの57%の半分以下であり､エドモントンより
小規模な企業は少なかった｡従業員数の中央値は50-100人と中規模の企業が多く､エド
モントンの従業員数の中央値5-9人と比較すると新潟の企業の規模がかなり大きかった｡一
方､設立年の平均は1983年､設立年の中央値は1989年となった｡エドモントンの設立
年の平均は1986年､設立年の中央値は1995年で､両者を比較すると､平均で3年､中
央値で6年新潟の方が歴史のある企業が多かった｡新潟の回答企業の平均像は17年以上の実
績を有した中規模の企業であった｡
インタビュー調査を承諾した27社の企業サイズは､従業員数0人が1社､従業員数1-4
人が5社､従業員数5-9人が2社､従業員数10-49人が9社､従業員数50- 99人が4
社､従業員数100･199人が2社､従業員数200- 499人が1社､従業員数500人
以上が3社となった｡従業員数10-49人が9社と多いものの､ほぼ全ての企業サイズに分
散したので全27社に対しインタビュー調査の依頼を行った｡なお､従業員数50- 99人の
企業4社の中にはアンケート用紙に従業員数の記賊がなかったがインタビュー調査で従業員
数を確認した1社が含まれている｡本報告は主にアンケート調査結果によるものであるが､結
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果の考察にインタビュー調査から得られた知見を使用した｡インタビュー調査の結果について
は､音声ファイルを再確認する必要があるため､エ ドモントンにおけるインタビュー調査結果
と合わせて､別途報告する予定である｡
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4.アンケー ト調査結果
調査票は79の企業から返送されてきた｡調査結果は質問毎に集計し､前に実施したェド
モントンの結果と対比して示す｡新潟の回答数は79､エドモントンの回答数は42と異なる
ので､比較を容易にするため表示は基本的に各問の有効回答数に対する割合 (%)で示した｡
有効数字が2桁になるので割合 (%)は小数点以下を四捨五入した整数で表示した｡
4-1 会社の組織形態
4-トa会社の組織形態 【新潟】
問1｢企業の組織の形態は何ですか?｣に対して全79社から有効回答が得られた｡図1に
会社の組織形態を示す｡軸目盛りはエドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の有効
回答数に対する%割合で示す｡全79社中､自営が1社で､他の78社 (95%)は会社組織
であった｡インタビュー調査の結果､ほとんどの企業は企業活動を容易にするため最初から会
社組織でスタートしていた｡資金の調達や取引を円滑にするためといった理由はエドモントン
と同様であったが､その他に人材の確保のため､特に採用の際に会社の信用度が増すために株
式会社の形態が必要であるという回答が複数得られた｡
%
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図1 会社の組織形態 (回答企業数の有効回答数79に対する%割合)
6
4-1-b 会社の組織形態 【エドモントン】:Organization'sType
問1｢企業の組織の形態は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡図2に
会社の組織形態を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に
対する%割合で示す｡全42企業中40社 (95%)は会社組織であった｡インタビュー調査
の結果､ほとんどの企業は企業活動を容易にするため設立時から会社組織でスター トしていた｡
%
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図2 会社の組織形態 (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
7
4-2会社の設立年
4-2-a 会社の設立年 【新潟】
問2｢会社は何年に設立されましたか? ｣に対して78社からの有効回答が得られた｡
図3に会社の設立年を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の
有効回答数に対する%割合で示す｡設立年中平均は1983年､設立年の中央値は1989年
となった｡平均値の方が6年古いのは､1899年に設立された会社が1社､1959年に設
立された会社が3社､1960年代に設立された会社が5社と､歴史のある企業が含まれてい
るためでであった｡中央値のほうが実態に近いと考えられた｡1995年以降に設立された会
社は25社であったことから残 りの約3分の2の企業は10年以上の歴史のある会社であっ
た｡なお会社組織以外の形態である自営の1社は1998年の設立であった｡エ ドモントンの
設立年の平均は1986年､設立年の中央値は1995年で､新潟の企業のほうが平均で3年､
中央値で6年長く､エ ドモントンより歴史のある企業が多かった｡新潟の回答企業の平均像は
17年以上の実績を有した中規模の企業であった｡
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図3-会社の設立年 (回答企業数の有効回答数78に対する%割合)
4-21b 会社の設立年 【エドモントン】:EstabHshedYear
Q2 Ⅰnwhatyearwasyourcompanyestablished?
間2｢会社は何年に設立されましたか? ｣に対して38社からの有効回答が得られた｡図
4に設立年を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対す
る%割合で示す｡設立年の平均は1986年､設立年の中央値は1995年となった｡平均値
の方が9年古いのは､1884年､1910年､1966年に設立された非常に歴史のある企
業がそれそれ1企業づつ存在したためでであった｡中央値のほうが実態に近いと考えられた｡
設立9年程度の比較的新しい企業が多いものの､設立2､3年の企業は少なく実績を十分有し
た情報サービス関連企業と考えられた｡ なお会社組織以外の形態であるPartnership(共同経
営)の1社は2002年､Soleproprietorshipの1社は1995年の設立であった｡
35%021
:/
l.｢｢ . l I I l
図4 会社の設立年 (回答企業数の有効回答数38に対する%割合)
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4-3会社の従業員数
4-3-a会社の従業員数 【新潟】
問3｢会社の従業員は現在何名ですか?｣に対して78社から有効回答が得られた｡図5に
会社の従業員数を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の有効
回答数に対する%割合で示す｡今回のアンケート調査の結果､中央値は従業員数50-100
人で中規模の企業が多かった｡10-49人の企業が最も多く28社 (36%)となった｡従
業員数0人の企業は1社 (1%)､1-4人の企業は10社 (13%)､5-9人の企業は8社
(10%)となった｡合計すると従業員数が0-9人の企業は24%(19社)であった｡従業
員数が0-9人の企業 24%は平成15年特定サービス産業実態調査の 24.7%とほぼ同じ結
果となった｡従業員数0-9人の企業は24%であったが､エドモントンの57%の半分以下で
あり､スモールサイズ企業がエドモントンより少ないことが確認できた｡従業員数数の中央値
50- 100人は､エ ドモントンの中央値5-9人の10倍であった｡
40%3521
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図5 会社の従業員数 (回答企業数の有効回答数78に対する%割合)
10
4-3-b 会社の従業員数 【エドモントン】:EmployeeNumber
Q3 Whatisth毎.totalnumberofpeopleemployedbyyourcompanyatpresent?
問3｢会社の従業員は現在何名ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡図6
に会社の従業員数を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数
に対する%割合で示す｡アンケート調査の結果､中央値は従業員数5-9人でスモールサイズ
企業が多かった｡従業員が0-9人の企業は24社(57%)､従業員数が10人以上の企業は
18社(43%)で､9人以下の企業のほうが10人以上の企業より多かった｡従業員数0-9人
の企業が57%というのは､アメリカの2002CountryBusinessPatternsの3産業の合計
71.6%と比較すると少ないが､日本の24.7%と比較すると倍以上の割合となった｡なお
カナダでスモールビジネスという場合4人以下の企業を意味する場合もあった｡
.40■%-3521_ 闘 . 昔 I I .,二:= ∴闘 . 一因 .
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図6 会社の従業員数 (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-4地域の従業員数
4-4-a新潟地域の従業員数
問4 新潟地域における会社の従業員は現在何名ですか (パートタイムを含まない)?
問4｢新潟における会社の従業員は現在何名ですか?｣に対して77社から有効回答が得ら
れた｡図7に新潟地域における従業員数を示す｡軸目盛りはエドモントンの調査結果と比較す
るため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡従業員数0-9人の企業が25社
(32%)､10人以上の企業が52社(68%)で､従業員数10-49人の企業の数が39社
(51%)と最も多く過半数を占めた｡新潟地域の従業員数の中央値も10-49人であった｡
エドモントン地域の中央地5-9人と比較すると新潟のほうが規模の大きな企業が多かった｡
インタビュー調査の結果､従業員数10-49人の企業には10-19人の企業が多かった｡
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図7 新潟地域における従業員数 (回答企業数の有効回答数77に対する%割合)
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4-4-bエドモントン地域の従業員数【エドモントン】:EmployeenumberinEdmonton
Q4 Whati苧thetot去1numberPfpeopleemployedbyyourcompanyinEdmonton
問4｢エドモントンにおける会社の従業員は現在何名ですか?｣に対して全42社から有効
回答が得られた｡図8にエドモントン地域における従業員数を示す｡軸目盛りは新潟の調査結
果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡従業員数が0-9人の企業
が26社 (62%)､10人以上の企業が16社(38%)で､従業員数50人以上の企業の数が
非常に少なかった-｡エドモントン地域の従業員数の中央値は5-9人であった｡エドモントン
は州都であるが工業都市ではないため本社機能を持つ企業は少ないことが一因と考えられた｡
55%043P21
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図8 エドモントン地域における従業員数 (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-5会社設立時の従業員数
4-5-a会社設立時の従業員数 【新潟】
問5 会社が設立された時の従業員は何名でしたか (パートタイムを含まない)?
間5｢会社が設立された時の従業員は何名でしたか?｣に対して78社から有効回答が得ら
れた｡図9に会社設立時の従業員数を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するた
め回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡78企業中､会社設立時の従業員数は1-
4人と答えた企業は24社 (31%)､5-9人と答えた企業は20社 (26%)､10-49人
と答えた企業は19社 (24%)であった｡従業員1-4人と答えた企業数31%は､エ ドモン
トンの88% と比べると非翻 こ少なかった｡中央値は新潟5-9人､エ ドモントン1-4人で
設立時の企業サイズも新潟の方が大きかった｡新潟の場合に設立時の従業員数が多くなるのは､
エドモントンでは設立時に人員が多いと事業が立上っていないため大きなリスクになるが､新
潟では派遣や下請けビジネスからスター トする企業が多いためある程度の人数でスター トし
てもリスクが少ないことに起因すると考えられた｡
90%･87654321 I 潔
0 ト4 -5-9. 10-49 50-100 100-200 200& 不明
図9 会社設立時の従業員数 (回答企業数の有効回答数78に対する%割合)
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4-5-b会社設立時の従業員数 【エドモントン】:EmployeenumberatEstablishment
Q5 Whatwasthetotalnumberofpeopleemployedbyyourcompanywhenitwasestablished?
問5｢会社が設立された時の従業員は何名でしたか?｣に対して全42社から有効回答が得
られた｡図10に会社設立時の従業員数を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回
答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡42企業中､会社設立時の従業員数は1-4人
と答えた企業は37社 (88%)あった｡インタビュー調査でそのほとんどは自宅や簡単な事
務所で活動を始めていた｡また､会社設立時の従業員数が3人以上の場合は非常に少なく1ま
たは2名の場合が多いことがわかった｡
90%-87654321- l J l l f l r
0 1÷4 5-9 10-49 50-100.100-. 200& Don't
図10 会社設立時の従業員数 (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-6会社設立時の資金
4-6-a会社設立時の資金 【新潟】
問6｢会社を設立したときの最初の資金は何でしたか?｣に対して75社から有効回答が得■
られた｡図11に会社設立時の資金を示す (複数回答可能)｡軸目盛りはエ ドモントンの調査
結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡会社設立時に想定された
資金を選択肢として提示した｡圧倒的に個人の投資が多く､75社の中で53社 (71%)が
該当した｡次に多かったのは銀行などからの借り入れ､出資証券の13件(17%)であった｡
借り入れがェ ドモントンより多いのは設立時の規模が大きいためと考えられた｡ベンチャーキ
ャピタルは0件であった｡インタビュー調査の結果､個人の投資は設立者の個人的な資金を意
味していた｡
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図11 会社設立時の資金 (回答企業数の有効回答数75に対する%割合)
16
4-6-b 会社設立時の資金 【エドモントン】:SourcesofStart-upFun°ing
Q6 Whatwas(were)yourcompany'sinitialsource(S)ofstart-upfun°ing?
問6｢会社を設立したときの最初の資金は何でしたか?｣に対して40社から有効回答が得
られた｡図12に会社設立時の資金を示す (複数回答可能)｡軸目盛りは新潟の調査結果と比
較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡会社設立時に想定された資金を選
択肢として提示したが圧倒的に個人の投資が多く､40社の中で34社(85%)を該当した｡
次に多かったのはベンチャーキャピタルの4件(10%)であった｡インタビュー調査の結果､
個人の投資のほとんどは設立者の自己資金であった｡ベンチャーキャピタルや政府からの借入
れ割合が多いことを想定していたが自己資金を全く使っていない企業は40社の中で8社
(20%)であった｡ これは借り入れのための障壁がかなり高いことに起因すると考えられた
が､インタビュー調査の結果では借り入れに伴う書類作成等の作業の増加が串業立ち上げの障
害になるとの意見が多かった｡
90%8765432P1 .[ .[ . [ . 闘 Ll lFm I
図12 会社設立時の資金 (回答企業数の有効回答数40に対する%割合)
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4-7最新会計年度の総売上高
4-7-a2005年会計年度における総売上高 【新潟】
間7 昨年の会計年度における総売上はいくらですか? (カナダドル)
問7｢昨年の会計年度における総売上はいくらですか?｣に対して78-社から有効回答が得
られた｡図13に2005会計年度における総売上高を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査
結果 と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡78企業中48社
(62%)は5億円以下の企業であった｡5億円以下の企業の内訳は､以下のとおりであった｡
インタビュー調査の結果､従業員一人当たりの売上高は1-2千万円程度の企業が多かった｡
売上高
1千万く
1千万-5千万宋音
5千万-1億未満
1億-5億未満
80%7654321
:./}
:.不-∴J
･ン:. I (.:pン-::≡～:二:不.:≡:;fj三≡ィ=i三=≡;解く.=<=l l l <AIl試itJ=′ウこJLI
輯 撃 肇 撃 . ll
.墨 壷琴 墓 雲 量 警 毒
図13 2005年会計年度における総売上高 (企回答企業数の有効回答数78に対する%割合)
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4-7-b 2004年会計年度における総売上高 【エドモントン】:TotalSales
Q7 -Whatwasyourcompany'stotalsalesforthelastfiscalyear?(Canadian
問7｢昨年の会計年度における総売上はいくらですか?｣に対して41社から有効回答が得
られた｡図14に2004年会計年度における総売上高を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と
比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡41企業中28社は､500万
ドル以下の企業であった｡日本の統計調査報告における売上の区分をそのまま使用し､総売上
高の最小区分を5億円の相当する500万 ドル以下としたため､スモールサイズの企業が多い
実態に合った選択区分を提示できなかった｡最小区分を2段階程度引き下げればより良い結果
が得られたと考えられた｡
80%76543P21 ,
I l l
図14 2004年会計年度における総売上高 (回答企業数の有効回答数41に対する%割合)
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4-8国外売上の対売上比率
4-8-a国外売上の対売上比率 【新潟】
問8国外 (日本以外の国)における売上は､会社の総売上に対して何パーセントを占めます
問8 ｢国外 (日本以外の国)における売上は､会社の総売上に対して何パーセントを占めま
すか?｣に対して76社から有効回答が得られた｡図15に国外売上の対売上比率を示す｡軸
目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で
示す｡国外売上10%未満が73社 (96%)と最も多かった｡他には国外売上10-19%
が1社､国外売上50%以上が2社存在したのみで､国外売上が10%以上を占める企芦は合
計してもわずか4%であった｡エ ドモントンの場合も国外売上の割合10%未満が最も多かっ
たが､国外売上の割合が10% 以上の企業は合計すると43% 存在した｡新潟の企業の国外売
上はエ ドモントンと比較すると極めて少なかったのは､日本の国内市場規模が大きいため､主
に国内の顧客からの要求に応じる受託事業を中心に事業を展開し､国外でビジネスを行う必要
がなかったためと考えられた｡日本で世界的な情報サービス関連商品が創造されてこなかった
一因と考えられた｡
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図15 国外売上の対売上比率 (回答企業数の有効回答数76に対する%割合)
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4-8-b 国外売上の対売上比率 【エドモントン】:ForeignSa一es
Q8 WhatpercentageofyourtotalsalescamefromsalesoutsideofCanada?
問8｢総売上に対してカナダ以外の売上は何パーセントですか?｣に対して全42社から有
効回答が得られた｡図16に国外売上の対売上比率を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較
するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡10%未満が24社 (57%)と最
も多いが､国外売上の割合が10% 以上の企業は合計すると18社 (43%)となった｡さら
にそのうち国外売上の割合が50% 以上の企業は11社 (28%)存在した｡インタビュー調
査の結果ではほとんどの企業がアメリカを主とした国外事業を行っていた｡まずアメリカ市場
とカナダの国内市場におけるビジネス展開を考え､さらに北米市場の延長として他の国や地域
の､あるいは世界の市場におけるビジネス展開を考えていた｡インタビュー調査の結果､英語
圏で言葉の障壁がないことも要因の一つと考えられるが､個々の企業が事業領域あるいは事業
目的を明確にし､常にビジネスの可能性にチャレンジしようとする姿勢が､より重要な要因で
あると考えられた｡カナダの優れたインターネット環境はエドモントンの企業に国外ビジネス
のチャンスを拡大させていることもいくつかの企業において事実であった｡
100%987654･321 l l l l l
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図16 国外売上の対売上比率 (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-9 主な事業領域
4-9-a主な事業領域 【新潟】
問9｢あなたの会社の主な事業は何ですか?｣に対して78社から有効回答が得られた｡図
17に回答企業の主な事業領域を示す｡軸目盛りはエドモントンの調査結果と比較するため有
効回答数に対する%割合で示す｡"ソフトウエア産業"は19社 (24%)となった｡"データ
プロツセッシング"は14社 (18%)で､内訳を見ると "データ処理"が最も多く8社
(10%)であった｡"コンピュータシステムデザイン"は70社 (90%)であった｡内訳
を見ると "アプリケーションソフトの設計と開発サービス"が最も多く46社 (59%)で､
次いで "コンピュータシステム設計､開発､およびインテグレー ションサービス"が多く30
社(38%)であった｡エドモントンと比べるとこの2分野が圧倒的に多い｡これは新潟では､
元請､下請けにかかわらずユーザ企業からの受託業務が主体になっていることに起因すると考
えられた｡
情報サービス関連の全ての3分野で事業を行っている企業は3社 (4%)､2分野で事業を
行っている企業は22社､(28%)､1分野で事業を行っている企業は50社 (64%)とな
った｡これは "コンピュータシステムデザイン"分野のみで事業展開を図っている企業が多い
ことを反映しており､"アプリケーションソフトの設計と開発サービス"や "コンピュータシ
ステム設計､開発､およびインテグレーションサービス"といった分野で､各社が類似のサー
ビスで競合しながら事業展開を図っていると考えられた｡独自の強みが商品やサービスで示せ
ないことから､間12で ｢信頼性｣ が強みの第1位になっていると考えられた｡
情報サービス以外の事業をあげた企業は31社 (40%)あり､中でも情報機器販売は25
社 (32%)あった｡情報機器販売は開発したサービスとともに販売する目的以外に､売上高
を確保するために行なわれている場合もあった｡情報機器販売だけでは事業としてのメリット
ほとんどないと思われるが､情報機器販売は売上規模を大きくするために貢献すると答えた企
業があった｡これは､これまで売上規模や従業員の数で企業の評価が行なわれてきたことの影
響が依然として残っているためと考えられた｡
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コンピュー タの技術的コンサルタントサービス_またはコンサルタント
O コンピュー タシステム設計､開発､およびインテグレー ションサービ
ネットワークの統合設計と開発サービス
ファシリティー マネジメントと運用サービス
コンピュー タ障害回復サービス
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4-9-b 主な事業領域 【エドモントン】:MainBusiness
Q9 whatis(are)yourmainbusiムes-S(es)?(pleasecheckupto3items)
間9 ｢あなたの会社の主な事業は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡
図18に回答企業の主な事業領域を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため有効回答
数に対する%割合で示す｡回答企業が TechFiles-登録 した産業の内訳は "Software
Publisher"が15社､"DataProcessing,Hosting,andRelatedServices"が5社､"Computer
SystemDesignandRelatedServices"が17社となり､この割合は最初に質問票を送付した
261企業の構成比率108:20:133とほぼ同様の傾向を示した｡回答のあった42企業
の構成と比較すると "DataProcessing,Hosting,andRelatedServices"の占める比率が若
干高くなるが､この分類は企業の絶対数で最も少ない分野であることから､回答企業の構成比
率が解析結果に大きな影響を与えることはないと判断した｡選択されたメインビジネスを3産
業分類別にみると "SoftwarePublisher"では下位分類がないので "Softwarepublishing
Services"が産業分類と同じ7社となった｡"Processing,Hosting,andRelatedServices"
は "Webhostingservices"が最も多く9社であった｡"ComputerSystemDesignandRelated
Services"では "Applicationsoftwaredesignanddevelopmentservices"が最も多く11
社であった｡
全42社の中で3産業分類以外のメインビジネスを選択した企業が5社あった｡この5社を
除いた37社の中で3つの産業分類のいずれか1つを主ビジネスとして選択した企業は20
社となったことから､37社の中で54% の企業が1つの産業分野に特化していた｡37社の
中で2産業分野から選択した企業が15社 (41%)､3産業分野から選択した企業が2社
(5%)となった｡この結果は新潟における調査結果と比較すると特定分野-の集中が少ない
ことから､エ ドモントンでは情報サービス関連企業は経営資源を特定の領域に絞り込んだ事業
展開しており､情報サービス産業自体が日本より多様化を遂げていると考えられた｡
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4-10主な顧客の産業分類
4-10-a主な顧客の産業分類 【新潟】
問10 主なJ顧客の産業分類は何ですか? (3項目までチェックしてください)
間10 ｢主な顧客の産業分類は何ですか?｣に対して78社から有効回答が得られた｡図
19に主な顧客の産業分類を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため回答企
業数の有効回答数に対する%割合で示す｡主な顧客は情報が最も多く78社中39社(50%)
であった｡次いで製造が37社 (47%)､政府 ･自治体が33社 (42%)であった｡日本
の情報サービス産業白書2004でも主要顧客は同業者である情報サービスが最も多く
68%を占め､新潟県 ITサービス産業白書2004でも同業者が55%を占め､今回の調査
と同様の結果となった｡顧客としで情報サービス業が多いのは､主に首都圏の情報サービス関
連企業からの下請ビジネスが多いためと考えられた｡インタビュー調査の結果､地元ユーザか
らの仕事量が少ないため､量を確保するためには首都圏からの仕事に頼らざるを得ない実態が
確認できた｡新潟の企業の企業規模､所在地などの要因で首都圏のエンドユーザとの直接契約
が困難なことから､首都圏からの仕事はほとんどが下請けの形となっていた｡新潟地域は仕事
自体が少ないのに加え､単価が関東圏より低いことも地元の顧客をターゲットにした事業をよ
り困難にしていた｡エ ドモントンに比べると､製造､流通 (卸小売)の顧客が多かった｡
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図19 主な顧客の産業分類 (回答企業数の有効回答数78に対する%割合)
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4-10-b主な顧客の産業分類 【エドモントン】:IndustryofMainCustomers
間10｢主な顧客の産業分類は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡図
20に主な顧客の産業分類を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回答企業数の有
効回答数に対する%割合で示す｡主な顧客の産業の総合計は88産業となった｡主な顧客は政
府､自治体などが最も多く42社中18社 (43%)であった｡次いで地場産業である石油､
電気などが16社 (38%)であった｡日本では同業者間の下請ビジネスが多いが､今回の調
査で情報サービスに相当する言葉として使用したITindustryは12%と少数であった｡さら
にインタビュー調査の結果､ITindustryは下請とは関係のない通常の顧客であることを確認
した｡下請のビジネスの設問そのものが困難であったことも合わせて考えると､エ ドモントン
で下請ビジネスの存在は確認できなかった｡少なくともエ ドモントンで下請は情報サービス産
業における一般的な事業の概念ではなかった.
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図20 主な顧客の産業分類 (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-11主な顧客の企業サイズ
4-ll-a主な顧客の企業サイズ 【新潟】
Pps.11主な顧客の企業サイズは何ですか? (3項目までチェックしてください)
問11｢主な顧客の企業サイズは何ですか?｣に対して77社から有効回答が得られた｡
主な顧客の総合計は175件となった｡図21に主な顧客の企業サイズを示す｡軸目盛りはエ
ドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡従業員
数10-99人の中小企業が最も多く54社 (70%)､続いて100-499人の中企業
49社 (64%)､5()0人以上の大企業47社 (61%)､となった｡1-9人の小企業は1
6社 (2.1%)であった｡総合計175社の内訳でみると10人未満14%､10人以上86%
であった｡エ ドモントンの総合計80社の内訳は10人未満30%､10人以上70%であっ
た｡エ ドモントンのほうが10人未満の顧客のウエー トが大きかった｡
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図21 主な顧客の企業サイズ (回答企業数の有効回答数77に対する%割合)
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‖4-ll-b主な顧客の企業サイズ 【エドモントン】:CompanySizeofMainCustomers
QllWhatis(are)thecompanysize(S)ofyourmaincustomers? (Pleasecheckupto3
問11｢主な顧客の企業サイズは何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡
主な顧客の総合計は80件となった｡図22に主な顧客の企業サイズを示す｡軸目盛りは新潟
の調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡
従業員数10-99人の中小企業が最も多く22社 (52%)､続いて従業員500人以上の
大企業19社 (45%)､10人未満の小企業15社 (36%)､従業員100-499人の中
企業15社 (36%)となった｡大企業からの受注が多いものの､総合計80社の内訳でみる
と従業員10人以下の小企業と個人からの受注割合も24社 (30%)となり新潟より顧客と
して大きなウエー トを占めていた｡
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図22 主な顧客の企業サイズ (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-12製品あるいはサービスの強み
4-12-a製品あるいはサービスの強み 【新潟】
問12あなたの会社の製品あるいはサービスの強みは何ですか? (最大3項目を選択し､
問12｢あなたの会社の製品あるいはサービスの強みは何ですか?｣に対して全78社から
有効回答が得られた｡図23に自社の製品あるいはサービスの強みを示す (総計ポイントの想
定される最高得点に対する%割合)｡総計ポイントは会社の強みとして選択した項目が1位の
場合を3点､2位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合計点である｡軸目盛りは
エ ドモントンの調査結果と比較するため､総計ポイントの想定される最高点234点 (全78
社×3点)に対する%割合として示す｡最高点を示した回答は ｢信頼性｣で49%であった｡
続いて､｢優位性のある機能または技術｣30%､｢サポー ト｣30%､｢実績｣29%の順で
あった｡新潟では人との関係が製品やサービス評価に大きな影響を持っているようであった｡
インタビュー調査の結果､新潟では情報サービス企業およびユーザ企業の両者に新規なものを
受け入れることにためらいや抵抗感が認められ､独自の商品やサービスが契約に結びつきにく
い状況が存在するようであった｡
エ ドモントンでも新潟でも製品やサービスの強みの上位4項目は同じであったが､エ ドモン
トンでは､ノ1位が ｢優位性のある機能または技術｣52% ､2位 ｢実績｣36% ､3位 ｢信頼
性｣30%であったことから､新潟より製品そのもの評価が大きな強みとして考えられていた｡
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図23 自社の製品あるいはサービスの強み
(総計ポイントの想定される最高234点に対する%割合､有効回答数78)
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4-112-b製品あるいはサービスの強み【エドモントン】:strengthofProductsorServices
Q12 Whatis(are)thestrength(S)ofyourcompany'sproductsorserVices?(Please
問12｢あなたの会社の製品あるいはサービスの強みは何ですか?｣に対して全42社から
有効回答が得られた｡図24に自社の製品あるいはサービスの強みを示す (総計ポイントの想
定される最高得点に対する%割合)｡総計ポイントは会社の強みとして選択した項目が1位の
場合を3点､2位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合計点である｡軸目盛りは
新潟の調査結果と比較するため､総計ポイントの想定される最高点126点(全42社×3点)
に対する%割合として示す｡
最高点を示した回答は ｢優位性のある機能または技術｣で52%となった｡続いて､｢実績｣
36%､｢信頼性｣30%､｢サポー ト｣24%の順であった｡｢優位性のある機能または技術｣
と回答した27社について研究開発投資に対する回答とクロス集計してみると､24社が5%
以上の研究開発投資を行っていた｡このことから､エ ドモントンの情報サービス産業関連企業
の約半数は優位性のある機能または技術が会社の強みであると考えて研究開発に積極的に取
り組んでいると考えられた｡なお5%以上の投資を確認できなかった3社のうち2社は回答が
未記入であった｡｢プロジェクトマネジメント｣は6位で､プロジェクトマネジメントそのも
のが事業の強みになるとの認識は日本ほど高くなかった｡
60%54321
:二p.ノA∫:.i>;,I-
,【 . W , . 闘 , 闘 . I l
図24 自社の製品あるいはサービスの強み
(総計ポイントの想定される最高126点に対する%割合､有効回答数42)
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4-13効果的なマーケティング戦略
4-13-a効果的なマーケティング戦略 【新潟】
問13 最も効果的なマーケティング戦略は何ですか? (最大3項目を選択し､効果の
問13｢最も効果的なマーケティング戦略は何ですか?｣に対して78社から有効回答が得
られた｡図25に効果的なマーケティング戦略を示す (総計ポイントの想定される最高得点に
対する%割合)｡総計ポイントは効果的なマーケティング戦略として選択した項目が1位の場
合を3点､2位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合計点である｡軸目盛りは新
潟の調査結果と比較するため､総計ポイントの想定される最高点234点 (全78社×3点)
に対する%割合として示す｡最高点を示した回答は｢知人､人のつながり｣で73%を示した｡
第2位は ｢地域の各種団体｣の21%であった｡
エ ドモントン同様マーケテイングには人のネットワークが圧倒的に大きな意味を持ってい
た｡インタビュー調査の結果､エドモントンでは顧客とのネットワークを意味したが､新潟で
は同業者間でのネットワークを意味する場合が多く､ネットワークの内容には大きな違いがあ
った｡日本では請負型のビジネスが多いことに関連すると思われた｡地域の各種団体として､
新潟では､｢新潟市ソフトウェア産業協議会｣をあげる企業が多かった｡
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図25効果的なマーケティング戦略
(総計ポイントの想定される最高得点234点に対する%割合､有効回答数78)
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4-13-b効果的なマーケティング戦略【エドモントン】:EffectiveMarketingStrategies
Q`13Whatarethemosteffecti↓emarketingstrategiestogainnewcustomers?
問13｢最も効果的なマーケティング戦略は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得
られた｡図26に効果的なマーケティング戦略 (総計ポイントの想定される最高得点に対す
る%割合)を示す｡総計ポイントは最も効果的なマーケティング戦略として選択した項目が1
位の場合を3点､2位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合計点を示す｡軸目盛
りは新潟の調査結果と比較するため､総計ポイントの想定される最高点126点 (全42社×
3点)に対する%割合として示す｡
最高点を示した回答は ｢ヒューマンネットワーク｣で61%を示した｡インタビュー調査の
結果､ヒューマンネットワークには顧客が他の顧客に商品やサービスを紹介することを含んで
いた｡企業が顧客に依頼するのではなく､基本的に顧客の自発的な紹介､あるいは顧客同士の
情報交換によるものであった｡これとは別に選択項目の中に示さなかった ｢Wordofmouth｣
(Customerreferralを含む)を､自由記述欄に記入した会社が5社あった｡インタビュー調
査の結果ヒューマンネットワークの内容をより直接的に表現したものであったが､選択肢に提
示できれば上位に位置した可能性が高かった｡第2位の専門家協会20%も同業者間のヒュー
マンネットワークであることを考えると､情報関連企業でもマーケテイングには人のネットワ
ークが圧倒的に大きな力を持っていた｡このヒューマンネットワークは広いけれど弱いネット
ワークを意味する可能性が高かった｡
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図26効果的なマーケティング戦略
(総計ポイントの想定される最高得点126点に対する%割合､有効回答数42)
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4-14契約促進のために重要な要素
4-14-a契約促進のために重要な要素 【新潟】
間14_新たな契約を促進するた-めに重要な要素はなんですか? (最大3項目を選択し､
間14｢新たな契約を促進するために重要な要素はなんですか?｣に対して78社から有効
回答が得られた｡図27に契約を促進するために重要な要素 (総計ポイントの想定される最高
得点に対する%割合)を示す｡総計ポイントは新たな契約を促進するために重要な要素として
選択した項目が1位の場合を3点､2位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合計
点を示す｡軸目盛 りは新潟の調査結果と比較するため､総計ポイントの想定される最高点
234点 (全78社×3点)に対する%割合として示す｡1位は ｢信頼｣で39%､2位は ｢顧
客の要求に応えること｣で34%､3位は ｢価格｣で32%であった｡マーケテイングには人
とのつながりが重要であるが､最後の契約段階でも人と人のつながりから生まれる信頼が最も
重要であるという結果になった｡エ ドモントンでは商品やサービスそのものの価値に直接関係
する内容が上位を占め､信頼が1位であった新潟とは異なる結果となった｡インタビュー調査
の結果､新潟では独自の商品やサービスで事業展開をする企業が少ないことから､自社の商品
やサービスそのものに特徴がないことが､問12,問14で ｢信頼性｣が上位に来る大きな要
因と思われた｡
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図27 契約を促進するために重要な要素
(総計ポイントの想定される最高得点234点に対する%割合､有効回答数78)
4-14-b契約促進のために重要な要素 【エドモントン】:]nlPOrtantFactorsforContracts
Q14 What/aretheimportantfactorstopromotethesigningofnewcontracts?
(pleasechooseupto3itemsinorderofimportance,W~ith1_to3;themost
間14｢新たな契約を促進するために重要な要素はなんですか?｣に対して全42社から有
効回答が得られた｡図28に契約を促進するために重要な要素 (総計ポイントの想定される最
高得点に対する%割合)を示す｡総計ポイントは新たな契約を促進するために重要な要素とし
て選択した項目が1位の場合を3点､2位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合
計点を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため､総計ポイントの想定される最高点
126点(全42社×3点)に対する%割合として示す｡契約を結ぶにあたって必要な要素は､
1位が ｢顧客の要求に応えること｣で39%､2位が ｢コスト｣で37% ､3位は ｢実績｣で
25%であった｡新潟の結果と比べると､マーケテイングには人とのつながりが重要であるも
のの､最後の契約段階では商品やサービスそのものの価値に直接関係する内容が上位を占める
結果になった｡
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図28 契約を促進するために重要な要素
(総計ポイントの想定される最高得点126点に対する%割合､有効回答数42)
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4-15研究開発投資
4-15-a研究開発投資 【新潟】
問15｢研究開発投資の総売上に対する割合は何パーセントですか?｣に対して76社から
有効回答が得られた｡図29に対売上研究開発投資比率を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調
査結果と比較するため､｢回答できない｣ の7社を除いた69社に対する%で示す｡対売上研
究開発投資比率は1%未満が最も多く31社 (45%)であった｡5%未満が53社 (77%)
となり4社中3社は対売上研究開発投資比率が10%に達していないという結果となった｡逆
に対売上研究開発投資比率が10%を超える企業は6社 (9%)あり､20% を超える企業は
1社 (1%)となった｡
対売上研究開発投資比率の中央値は1.0-1.9%で､2003年情報サービス産業基本調
査の中央値1%未満より若干高いが､エ ドモントンの10･14.9%と比較すると約10分の
1と非常に少ない値となった｡平成16年企業活動基本調査報告によれば製造業における対売
上研究開発投資比率は4.37% であり､対売上研究開発投資比率からみると競争力のある日
本の製造業のような事業構造は有していないといえる｡なお､インタビュー調査で研究開発投
資の内容を確認すると､新商品開発のための研究開発費よりも､教育費､セミナー参加費など
が大きなウエートを占めた｡
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図29 対売上研究開発投資比率 (回答企業数の有効回答数69に対する%割合)
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4-15-b 研究開発投資 【エドモントン】:ResearchandDevelopment
問15｢研究開発投資の総売上に対する割合は何パーセントですか?｣に対して全42社か
ら有効回答が得られた｡図30に対売上研究開発投資比率を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果
と比較するため､｢回答できない｣の5社を除いた37社に対する%で示す｡対売上研究開発
投資比率が10%を超える企業は21社(57%)あり､20%を超える企業は10社(27%)
あった｡対売上研究開発投資比率の中央値は10-14.9%であった｡新潟の情報サービス産
業の中央値は1-1.9%であったことから､はるかに多額の研究開発投資が行われていた0
一方､図30から明らかなように全体で見ると対売上研究開発投資比率3%以下の企業と4%
以上の企業に2分された｡10人以上の企業と9人以下の小さな企業の2群に分けて図を作成
しても同様の傾向が認められた｡対売上研究開発投資比率を平均値や中央値でみる場合には実
態を正確に把握できない可能性があり注意を必要とした｡
エドモントンの対売上研究開発投資比率の高い大半の情報サービス産業関連企業は､企業
サイズに関係なく独自の技術やサービスなどの開発に積極的に取り組む開発型の企業であっ
た｡日本ではこのような企業をベンチャー企業と呼ぶことが多いが､インタビュー調査の感触
ではエドモントンの企業にベンチャー企業という認識は全くなかった｡研究開発投資や新技術
等の開発は通常の企業活動の一部と考えられているようであった｡回答率も他の質問と比較し
低くなかったことから､研究開発投資情報が機密度の高い情報であるという認識もないようで
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図30 対売上研究開発投資比率 (回答企業数の有効回答数37に対する%割合)
4-16企業サイズ別の研究開発投資 (0-9人と10人以上)
4-16-a【新潟】､ 4-16-b【エドモントン】
問15続き (10人以上の企業と9人以下の企業の研究開発投資)
今回の調査結果を､10人以上の企業と9人以下の小さな企業の2群に分けた結果を､10
人以上の企業と9人以下の企業の対売上研究開発投資比率として､新潟の結果を図31に､エ
ドモントンの結果を図32に示す｡統計資料では一般に大企業のほうが､対売上研究開発投資
比率が高いが､今回の調査では10以上と､10人未満の企業の両グループとも同様な傾向を
示した｡新潟の場合は小企業のほうが､対売上研究開発投資比率が高い傾向が認められた｡エ
ドモントンでは図32に示すように2群とも3%台を谷にしてU字型の分布を示し､両群の傾
向に大きな違いは認められなかった｡従って､新潟､エ ドモントンとも研究開発投資行動に企
業のサイズによる違いは認められなかった｡
図31 10人以上と9人以下の企業の対売上研究開発投資比率 【新潟】
(回答企業数の有効回答数18[0-9人]と51[10人以上]に対する%割合)
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図32 10人以上と9人以下の企業の対売上研究開発投資比率 【ェドモントン】
(回答企業数の有効回答数21[0-9人]と16[10人以上]に対する%割合)
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4-17企業サイズ別の研究開発投資 (0-9人と10-99人と100人以上)
4-17-a【新潟】､ 4-17-b【エドモントン】
(問15続き) 9人以下の企業､■10-_99人の企業､.100人以上の企業の対売上研究開
今回の調査結果を､10人未満と､10-99人､100人以上の3群に分けた結果を､100
人以上､10-99人､9人以下の企業の対売上研究開発投資比率として新潟の結果を図33に､
エ ドモントンの結果を図34に示す｡統計資料では､一般に大企業のほうが対売上研究開発費
比率が高いが､図33､34では企業規模が対売上研究開発投資比率に与える影響を認めるこ
とはできなかった｡逆に､新潟の場合は小企業のほうが対売上研究開発投資比率が高い傾向が
認められた｡エ ドモントンでは図34に示すように3群とも3% 台を谷にしてU字型の分布を
示し､3群の傾向に大きな違いは認められなかった｡サンプル数が少ないものの新潟､エ ドモ
ントンとも研究開発投資行動に企業のサイズによる大きな違いは認められなかった｡
? ? ?
??????
?
? 田0-9 才10-99 口100〉=
1.0%未 1.0- 2.0- 3.0- 4.0- 5.0- 10.0- 15.0- 20%以
満 1.9% 2.9% 3.9% 4.9% 9.9% 14.9% 19.9% 上
図33 100人以上､10-99人､9人以下の企業の対売上研究開発投資比率 【新潟】
(回答企業数の有効回答数12[0-9人]､39[10-99人]､18[100人以上]に対する%割合)
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図34 100人以上､10-99人､9人以下の企業の対売上研究開発投資比率 【ェドモントン】
(回答企業数の有効回答数21[0-9人]､11[10-99人]､5[100人以上]に対する%割合)
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4-18商品開発情報の入手
4-18-a商品開発情報の入手 【新潟】
問16 新規製品や新サービスに必要なキーと串る技術や､アイデアや市場ニーズをどのよう
間16｢新規製品や新サービスに必要なキーとなる技術や､アイデアや市場ニーズをどのよ
うに集めていますか?｣に対して76社から有効回答が得られた｡図35に新規の商品を開発
するための情報源を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の有
効回答数に対する%割合で示す｡｢毎日のビジネス｣と回答した企業が最も多く76社中67
社で､実に88% の企業が毎日のビジネスの中に商品開発のヒントがあると考えていた｡次に
多かったのが ｢自分より大きな会社との提携｣で40社 (53%)であった｡ エ ドモントンで
多かったR&Dは新潟では11社 (14%)であった｡
毎日のビジネスから得られる情報から新商品のアイデアを得ることは可能であるが､アイデ
アを実現させるためには新規の技術開発やプロトタイプを作るための開発情報も必要である｡
エ ドモントンでは日本で多かった ｢自分より大きな会社との提携｣の割合が少なく､逆に ｢R
&D｣と ｢出資者｣の比率が日本の5倍程度高かった｡インタビュー調査の結果､新潟の経営
者の場合､なにか良いアイデアや共同開発相手が見つかれば新規な事業に挑戦したいとの回答
が多かったが､エ ドモントンでは ｢出資者｣である経営者が自ら事業のアイデアを決定し､実
現に向け挑戦しているという回答が多かったことと密接に関係していると思われた｡
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図35新規の商品を開発するための情報源 (回答企業数の有効回答数76に対する%割合)
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4-18-b 商品開発情報の入手 【エドモントン】:IdeaforNewProducts
Q16 How(Where)doesyourcoPpanyaCquirethekeytechnologies,newbusinessideas,
問16｢新規製品や新サービスに必要なキーとなる技術や､アイデアや市場ニーズをどのよ
うに集めていますか?｣に対して41社から有効回答が得られた｡図36に新規の商品を開発
するための情報源を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数
に対する%割合で示す｡新規研究開発から得ると回答した企業が最も多く41社中28社で､
実に68%の企業が商品開発のために研究開発を利用していた｡次に多かったのが研究開発と
は対極にあると思われる毎日のビジネス､営業､業務を通して情報を収集するという回答で4
1社中24社､59%の企業が日常の業務から商品開発の情報を得ていた｡両者を加えると1
27% になることから､新商品開発の情報収集に関して､研究開発タイプと､日常業務タイプ
と､両者とも重要と考えているタイプに大別できると考えられた｡
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図36新規の商品を開発するための情報源 (回答企業数の有効回答数41に対する%割合)
4-19ドキュメント管理
4-19-aドキュメント管理 【新潟】
間17 プロジェクトの進行中にあなたの会社はどのように兵有書類や知的財産を管理して
問17｢プロジェクトの進行中にあなたの会社はどのようにドキュメントを共有したり知的
財産を管理したりしていますか?｣に対して､業務日報､途中経過報告､最終報告､失敗報告
についてそれぞれ71,73,74,70社から有効回答が得られた｡図37にドキュメント
管理方法の回答結果を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため回答企業数の
有効回答数に対する%割合で示す｡業務口報､マイルス トー ン報告書､最終報告書､失敗報告
書は､いずれも共有ファイルによる管理が故も多かった｡エ ドモントンで最も多かったデータ
ベースによる管理は新潟では少なかった｡失敗報告告をデータベースまたは共有ファイルで管
理している企業を合わせると34社となり､有効回答数に対して49%の企業が失敗報告書も
情報として利用できるように管理していた｡他の中には､メーリングリスト､Webサイ トの
掲示板､従来からの掲示板などが含まれていた｡日本では共有ファイルが多かったのに対し､
エ ドモントンではデータベナスが多かった｡
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図37 ドキュメント管理方法
(回答企業数の有効回答数71(D),73(M),74(Fi),70(Fa)に対する%割合)
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4-19-b ドキュメント管理 【エドモントン】:DocumentsManegement
Q17､Howdoesyourtompanymanagetheco-shareddocumentsandintellectualproperties
問17｢プロジェクトの進行中にあなたの会社はどのようにドキュメントを共有したり知的
財産を管理したりしていますか?｣に対して39社から有効回答が得られた｡図38にドキュ
メント管理方法の回答結果を示す｡軸目盛りは新潟の調査結果と比較するため回答件数の有効
回答数に対する%割合で示す｡業務日報､マイルス トー ン報告書､最終報告書､失敗報告書は､
いずれもデータベースによる管理が最も多かった｡続いて共有ファイルによる管理が多かった｡
失敗報告書はデータベースについで､存在しないという回答が2番目に多かった｡しかし､失
敗報告書をデータベースまたは共有ファイルで管理している企業を合わせると22社となり､
全体の56% の企業が失敗報告書も情報として利用できるように管理していた0
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図38 ドキュメント管理方法 ′ (回答企業数の有効回答数39に対する%割合)
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4-20知的財産
4-20-a 知的財産 【新潟】
問 18二次的な知的財産をどのように管理していますか?該当する全ての項目をチェックし
問18｢二次的な知的財産をどのように管理していますか?｣に対して77社から有効回答
が得られた｡図39に二次的な知的財産の管理方法の回答結果を示す｡軸目盛 りはエ ドモント
ンの調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡二次的な知的財
産とはクライアントからの要望により創作された知的生産物を意味する｡クライアントとの契
約によって自由な発表が制限されることが多いと思われる｡ 書類を作って保存が29社
(38%)と最も多かった｡続いて｡共有ファイル26社 (34%)､作成しない22社 (2
9%)の順となった｡クライアントとの共著論文2社､特許2社で両者合わせても4社 (5% :
重複なし)であった｡インタビュー調査の結果､契約がしっかり結ばれていない場合も多く､
権利関係の記載がなかったり､著作権を放棄したり､情報を社外に向けて発信できる権利を放
棄したりする場合が多いようであった｡新潟の場合下請けの割合が高いので受託業務の中で得
られた知的財産を蓄積するには困難が多いが､元請の比率を高くし､著作権などを社内に蓄積
し将来活用できるようにする努力が必要であると考えられた｡
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図39 二次的な知的財産の管理方法 (回答企業数の有効回答数77に対する%割合)
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4-20-b 知的財産 1ntellectualProperty【エドモントン】
Q18 Howdoesyourcompanyman.agethesecondaryintellectualpropertyacquiredし/｢
問18｢二次的な知的財産をどのように管理していますか?｣に対して35社から有効回答
が得られた｡図40に二次的な知的財産の管理方法の回答結果を示す｡軸目盛 りはエ ドモント
ンの調査結果と比較するため回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡二次的な知的財
産とはクライアントからの要望により創作された知的生産物を意味する｡クライアントとの契
約によって自由な発表が制限されることが多いと思われる｡書類を作って保存しているだけの
企業が18社と最も多かった｡クライアントとの共著論文 (6社)と特許申請 (4社)の両方
にチェックした企業は重複を除くと9社となり､35社に対して9社 (26%)が自社の情報
を社外に向けて発信していた｡日本では情報サービス関連の発表や特許は少ないと思われる｡
質問全体を通して回答なしが7社と最も多かった｡
%
5504321
A.1pン
二.リメ.一
･1./I.i:,, :こ～;:Jン,:A/,ン:;:<≡綿.:
I l I I I
図40 二次的な知的財産の管理方法 (回答企業数の有効回答数35に対する%割合)
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4-21会社のゴール
4-2卜a 会社のゴール 【新潟】
間19｢あなたの会社の主な目的は何ですか?｣に対して全79社から有効回答が得られた｡
図41に会社のゴールの回答結果を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため
回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡｢社会に貢献すること｣が28社 (35%)
と最も多かった｡続いて､｢従業員に良い会社になること｣が19社 (24%)､｢独自の製品
やサービスを持つこと｣が15社 (19%)と多かった｡｢幅広い事業のできる大きな会社に
なること｣､｢株式を上場すること｣は両者とも2社 (3%)と少なかった｡インタビュー調査
の結果､｢人や社会に貢献できること｣の中には､従業員の職場が確保することが､地域社会
に貢献することであり､それが会社の目的であるとの回答が複数含まれていた｡｢従業員にと
って良い会社となる｣の中にも､従業員の職場が確保できることが含まれていた｡また､現状
より会社の規模を大きくしたり､新しいことに挑戦したりすることは､リスクが増えるため好
ましくないという回答も複数あった｡
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図41 会社のゴール (回答企業数の有効回答数79に対する%割合)
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4-21-b 会社のゴール 【エドモントン】
問19｢あなたの会社の主な目的は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡
図42に会社のゴールの回答結果を示す｡軸目盛りはエ ドモントンの調査結果と比較するため
回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡会社のゴールとして､グローバルカンパニー
になることが9社 (21%)､独自の製品やサービスを有するようになることが9社 (21%)
で最も多かった｡続いて人類や社会に貢献することが7社 (17%)､競争力のある企業にな
ることが7社 (17%)となった｡主に日本との比較のために設定した従業員にとって良い企
業であることも5社 (12%)あった｡大きな会社になること､幅広い仕事ができる会社にな
ることは2社と少なかった｡株式の上場を目的にするという回答は0件であった｡
40%3521
図42 会社のゴール (回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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4-22 下請け割合 【新潟地域の間】
問20昨年の会計年度における会社の総売上に対して､下請け契和 こよる売上は何パーセント
問20｢昨年の会計年度における会社の総売上に対して､下請け契約による売上は何パーセ
ントを占めますか?｣に対して全75社から有効回答が得られた｡図43に対売上 下請契約
比率を示す｡軸目盛りは回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡中央値は30-
49%となった｡70% 以上が24社 (31%)となった｡下請けはないは14社 (18%)
となった｡これまで下請けに関する正式な統計調査はなかったが創造以上に高い値となった｡
インタビュー調査の結果､下請けも2次､3次､4次､さらに短期の人の融通などを含めると
5次に至るまでのさまざまな形態が実際に存在した｡基本的には､請負契約と派遣契約からな
るが､事業リスクの少ない派遣の割合が増加しているようであった｡
エ ドモントンでは下請け形態に関するアンケートの設問を設けることすらできなかったこ
とから下請けの事業形態は基本的に存在せず､発注と受注の契約が直接交わされていると考え
られた｡さらに､派遣事業は情報サービス産業関連事業の範噂ではないと考えられた｡インタ
ビューに応じた経営者の中に派遣を経験した人も複数存在した｡長期間の派遣を経験すると会
社に対する帰属意識がなくなるばかりでなく自分のアイデンティティが不明確になるようで
あった｡
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図43 対売上 下請契約比率 (回答企業数の有効回答数75に対する%割合)
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4-23会社名の記述 【新潟地域の間】
問21｢差し支えなければあなたの会社名を教えてください｣に対して､回答用紙が返送され
てきた79社の中で､45社 (57%)から会社名の回答があった｡図44に会社名の回答割
合を示す｡軸目盛りは回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡軸目盛りは全回答数
79に対する%で示す｡会社名の回答があった45社の中にはインタビュー調査に応じると回
答のあった27社が含まれていた｡
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図44 会社名の回答割合 (回答企業数の有効回答数79に対する%割合)
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問4-24インタビュー調査の乗諾
4-24-a【新潟】､4-24-b【エドモントン】
･間 22 あなたの会社-研究者の訪問を受け入れあなたとのインタビューの実施に協力頂けま
すか?
Q20 Wouldyoubewi11ingtohaVeaprofessorVisityoursitetotouryourcompanyand
問22(Q20)｢あなたの会社-研究者の訪問を受け入れインタビューの実施に協力頂
けますか?｣の結果を､新潟の場合を図45に､エ ドモントンの場合を図46にインタビ
ュー調査の承諾率として示す｡軸目盛りはエドモントンと新潟の調査結果を比較するため
回答企業数の有効回答数に対する%割合で示す｡新潟では27社 (34%)から承諾の回
答が得られた｡エ ドモントンでは18社 (43%)から承諾の回答が得られた｡インタビ
ュー調査は企業サイズ毎に複数の企業を選択できることが重要であったが､新潟､エドモ
ントンともほぼ企業サイズを代表するように分散していたので全ての企業に対しインタ
ビュー調査の協力を依頼した｡
日.′p1:i
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図45 インタビュー調査の承諾率 【新潟】
(回答企業数の有効回答数79に対する%割合)
図46インタビュー調査の承諾率 【エドモントン】
(回答企業数の有効回答数42に対する%割合)
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5.結論と考察
5-1 まとめ
カナダのエドモントンで2005年の7月から9月にかけて情報サービス企業を対象にアン
ケート調査およびインタビュー調査を実施した｡今回はエドモントンで実施した調査と同じ
内容のアンケート調査を2006年の 10月から11月にかけて新潟で実施した｡質問
ごとに得られた結果をエドモントンの結果と比較し両地域の相違点を明らかにした｡さら
に明らかになった相違点についてその背景を考察するとともに､新潟あるいは日本の情報
サービス産業の今後の事業展開の可能性について考察した｡新潟県 IT産業ネットワーク
21の会員名簿とタウンページから選択した282社に郵送で調査票を送付した｡その結
果､79社からアンケート調査の回答を得ることができた｡面接調査は79社の中から面
接調査の同意を得ることができた27社に対して実施した｡アンケートの集計結果および､
面接調査の結果から以下の点が明らかとなった｡
1.企業の組織形態は新潟では99%が会社組織であった｡カナダでも95%の企業は最
初から会社組織でスタートしていた｡企業活動を円滑に行えるというのが両者に共通
の理由であった｡その他に新潟では会社の信用度が増すために採用活動に有効である
という回答が複数あった｡
2.会社の従業員数は､新潟では10-49人の企業が36%と最も多かった｡従業員が
0-9人の企業は24%でエドモントンの57%の半分以下となった｡スモールサイズ
企業がエドモントンより少ないことが確認できたが､同時に新潟にもエドモントンと
同様のスモールサイズ企業が実際に存在し活動していることが確認できた｡
3.会社設立時における資金は新潟では71%が個人の資金であった｡エドモントンでも
85%が個人の資金で､どちらも創業者の自己資金を意味していた｡新潟では創業時
に請負あるいは派遣のビジネスから開始する企業が多かったのに対し､エドモントン
では最初から独自の商品やサービスの開発を行い､それらをもとに事業展開をめざす
企業が多かった｡
4.企業の国外売上に関する結果では､新潟では国外売上が総売上に対して10%未満の
企業が96%と圧倒的に多かった｡国外売上が10%以上を占める企業はわずか4%
であった｡エ ドモントンの場合､国外売上が総売上に対して10%以上の企業は43%
存在し､新潟と非常に大きな違いを示した｡新潟の10% 未満は殆どが0%を意味し
ており､国外での事業は検討したこともないという企業が殆どで､国外ビジネスにつ
いて関心を持つ企業はほとんど認められなかった｡
5.研究開発投資に関する結果は､新潟では対売上研究開発投資比率1.0% 未満の企業
が最も多く45%であった｡対売上研究開発投資比率10.0%未満の企業は 91%
にもなった｡対売上研究開発投資比率が10.0%を超える企業は9%､20.0%を
超える企業は1% であ'った｡対売上研究開発投資比率の中央値は1.0-1.9%で､
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2003年情報サービス産業基本調査の中央値1.0% 未満より高いものの､エドモン
トンの10.0-14.9%と比較すると約10分の1と非常に低い値となった｡
6.会社の製品あるいはサービスの強みに関する回答では､両地域とも ｢信頼性｣､｢優位
性のある機能または技術｣､｢サポート｣､｢実績｣の4つの要素が重要と考えられてい
た｡新潟では､｢信頼性｣､｢優位性のある機能または技術｣､｢サポート｣､｢実績｣の順
であったが､エドモントンでは､｢優位性のある機能または技術｣､｢実績｣､｢信頼性｣､
｢サポート｣の順となり､新潟では人との関係が製品やサービスの評価に重要な要素
となり､エドモントンでは製品そのものの評価が強みとなる傾向が認められた｡
7.効果的なマーケティング戦略として､新潟､エドモントンとも ｢ヒューマンネットワ
ーク｣がそれぞれ73% ､61%と圧倒的に多かった｡インタビュー調査の結果､エド
モントンでは顧客とのネットワークを意味したが､新潟では同業者間でのネットワークを
意味する場合が多く内容には大きな違いがあった｡
8.新商品開発に必要な情報の入手先として､新潟では ｢毎日のビジネス｣と回答した企
業が最も多く､880/Oの企業が毎日のビジネスの中に商品開発のヒントがあると考冬
ていた｡次に多かったのが ｢自分より大きな会社との提携｣で53% であった｡エド
モントンでは ｢研究開発｣から得ると回答した企業が最も多く68%で､次に多かっ
たのが研究開発とは対極にあると思われる ｢毎日のビジネス｣が59%であったこと
から､エドモントンでは研究開発タイプと､日常業務タイプが同程度存在した｡新潟
では ｢研究開発｣と回答した企業が14% と少なかったことから､日常業務タイプが
大半を占めると考えられた｡
9.会社のゴールは､新潟では ｢人や社会に貢献できること｣､｢従業員にとって良い会社
になること｣､｢独自の商品やサービスを持つこと｣の順であった｡エドモントンでは､
｢グローバルカンパニーになること｣､｢独白の商品やサービスを持つこと｣が同率 1
位で､次いで ｢人や社会に貢献できること｣の順であった｡新潟では企業の立場に重
点が置かれたのに対し､エドモントンでは企業活動の成果そのものがゴールとなって
いた｡
10.新潟では､会社の総売上に占める下請け契約の割合が50%以上の企業は41%､
下請け契約の割合が70% 以上の企業は32%であった｡中央値は30-49% であ
った｡下請けはないとの回答は19%であった｡新潟における下請けは2次､3次､
4次､5次に至るさまざまな形態が存在したが､基本的には受託 (請負)あるいは派
遣の形態であった｡派遣はビジネスとしての利益率は低いものの事業リスクが低く､
安定した企業経営が見込めることから､事業の一定割合を積極的に派遣事業から構成
している企業が複数あった｡エドモントンの調査では情報サービス産業における下請
ビジネスの存在を確認することはできなかった｡エドモントンでは情報サービス産業
におけるビジネスの基本は､独自商品による事業展開か､受託業務の直接契約 (元請)
であり､下請けは情報サービス産業のビジネスとは考えられていないようであった｡
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ビジネス展開を考えるうえで元請と下請けの違いは､元請であればユーザ企業との契
約条件によりノウハウや著作権を自社に蓄積できる可能性があるが､下請けではユー
ザ企業と契約関係がないため著作権などの知的財産を自社に蓄積することが不可能に
近いことであった｡
5-2 情報サービス産業の事業構造
新潟とエ ドモントンにおける調査結果を比較すると､最も大きな違いを示したのは､研
究開発投資であらた.新潟では対売上研究開発投資比率が10.0% を超える企業は9%､
対売上研究開発投資比率が20.0%を超える企業は1%となったが､エ ドモントンでは
対売上研究開発投資比率が10.0%を超える企業は57%､対売上研究開発投資比率が
20.0%を超える企業は27%であった｡平成16年企業活動基本調査報告によれば製
造業の対売上研究開発投資比率 (売上高研究開発費比率)は4.37%であり､研究開発
費からみると新潟の情報サービス関連企業は､国際競争力のある日本の製造業のような開
発型の事業構造を有していなかった｡なお､エ ドモントンの対売上研究開発投資比率の中
央値10.0-14.9%は､日本の情報サービス産業よりはるかに高いだけではなく､日本
の製造業の4.37% をも上回っていた｡エ ドモントンの情報サービス関連企業は､研究
開発投資により他社にないサービスや商品の創造をめざす開発型の事業構造を有してい
た｡そして事業リスクが高いことと引き換えに､成果として得られた独自性のある商品や
サービスを核に事業展開を行っていた｡この独自性がグローバルな事業展開を可能にして
いると考えられた｡
一方､新潟の情報サービス関連企業は､研究開発投資のような先行投資が少ない分事業
リスクは低くなるが､独自性のある商品やサービスによる事業展開が困難となっていた｡
新潟あるいは日本の情報サービス関連企業が国外の情報サービス関連企業と互角に､日本
市場を含むグローバル市場で競争するためには､日本の製造業と同様に､先行投資のリス
クを取った開発型の事業構造にシフトせざるを得ないと考えられた｡新潟とエ ドモントン
の両地域における調査結果は､研究開発投資動向が企業サイズに関係ないことを示してお
り､研究開発投資は企業サイズより経営者の姿勢によるところが大きいと考えられた｡情
報サービス産業が国際競争力のある産業構造に変化できるかどうかは経営者のマインド
に依存するところが非常に大きいといえる｡研究開発のような先行投資を可能にするため
にはエ ドモントンの企業の多くがそうであったように､自社の強みを見極め､事業領域を
絞り込み､経営資源を集中すべきサービスや技術分野を明確にすることが必要になると考
えられた｡
事業をとりまく環境としてユーザサイ ドの意識の差も､情報サービス産業の事業構造の
違いに大きく反映していると考えられた｡エ ドモントンでは小規模な企業が大規模な企業
と競合した場合でも､商品やサービスそのものについて良い評価をユーザ企業から得るこ
とができれば､小規模な企業でも政府 ･自治体やユーザとしての大企業と契約できる可能
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性が存在した｡表現を変えれば､ユーザ企業が情報サービス関連企業の商品やサービスや
受託能力そのものを評価していることになる｡一方､新潟あるいは日本では､発注者であ
るユーザ企業や自治体が､企業のスキルや納入される製品の質よりも発注のリスクを避け
ることに目が向いており､年間売上高や従業員数で企業を判断する場合が多いと思われた｡
従って､プロジェクトが大きくなるに従って､小さな規模の企業と直接取引するよりも､
主に東京地域に所在地のある大手の情報サービス関連企業やユーザの系列企業に事業を
発注することが多くなる｡新潟地域の小規模な多くの企業はこれらの元請企業と下請け契
約を結んでおり､ユーザ企業の意識が新潟に下請ビジネスが多い遠因となっていた｡ユー
ザから発注を受ける元請企業の中には､実質的業務を自社で行わずにプロジェクト管理を
含め下請けに出す場合もあるようであった｡このような場合､元請企業は流通業における
問屋に相当することになり､結果としてプロジェクトから得られるはずのノウハウや知的
財産が､発注者側にも受注者側にも残らないことになる｡下請け企業はユーザ企業と直接
契約を交わしていないため､プロジェクトから得られるノウハウや知的財産を自社に蓄積
できるような契約を結ぶことは不可能に近い｡ユーザ企業には､企業を規模や実績だけで
評価するのではなく､技術やサービスや企業そのものの能力を評価し､実際にプロジェク｢J
トを実行できる企業と直接契約しようとする姿勢が望まれた｡
5-3事業支援環境
エドモントンではプロフェッショナル･アソシエーションと呼ばれる地域に根ざした専
門家協会が多く存在しこ会員間のコミュニケーションを重視した会議やミー ティングの主
催などを積極的に行っていた｡会費がかなり高額になるにもかかわらず､会員にとって有
効な情報交換の場となっていた｡新潟では､新潟市ソフトウェア産業協議会の活動が多く
の企業に支持されていたが､エドモントシと比べると将来のビジネスを創造するための活
動が少ないように感じられた｡補助金の支給や税金の優遇策といった制度的な支援､ある
いは講演会やセミナーといった企業に新しい情報を伝えるといった一方通行の支援でな
く､個人や企業の自主的な活動をサポートする環境整備や助成策が有効であると考えられ
た｡特に､ヒューマンネットワーク作りに役立つ環境整備が有用であると考えられた｡ア
ルバータ州政府のTechFilesのような企業データベースの運用も地域内の企業のPRや信
用付与に効果を果たすと考えられた｡既に独自商品の販売経験のある企業が新潟にも複数
存在したが､販売後のカスタマーサポートが大きな障壁となり断念した場合が多かったこ
とから､カスタマーサポートの共同運営支援なども有効であると考えられた｡
5-4将来に向けた事業展開の視点
新潟とエドモントンにおけるアンケート結果､およびインタビュー結果から､新潟ある
いは日本の情報サービス産業が､国際競争力のある事業展開を行うためには､以下のよう
なポイントに留意する必要があると考えられた｡
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･日本の製造業のように健全なリスクを取って研究開発投資などの先行投資を行い､独
自の商品やサービスを作 り出す努力が必要である｡
･ユーザと直接受託契約を締結する割合を増加させ､ノウハウや著作権を社内に苦租す
る努力が必要である｡
･先行投資を効果的に行なうため､その前段階として､自社の強みを再確認し､事業対
象を絞 り込む必要がある｡
･国内ビジネスを創造する時点から国外ビジネスの可能性について考慮することが望ま
しい｡
･派遣ビジネス､機器販売ビジネスの目的と意義を明確にし､適切な水準を確認する必要
がある｡
･自社独自の商品を持つことの重要性あるいはその価値について再考する必要がある.
･会社のゴールとして最も回答の多かった ｢人や社会に貢一献できる｣会社とは､従業貢
に職場を提供できるだけでなく､新しい価値観を社会に提供できる会社でもあること
を認識する必要がある｡
なお､インタビュー結果は音声ファイルの内容を精査する必要があることから別途報告
する予定である｡
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資料
資料1 依頼状と調査の概要
平成18年 10月20日
新潟県新潟市新光町19-8-502
株式会社 一一一一
ご担当者様
新潟国際情報大学 情報システム学科
高木 義和
｢新潟県の情報産業に関する調査｣のお願いと
カナダの情報サービス産業調査報告書の送付について
拝啓 秋涼の候､貴社ますますご清祥のこととお喜び申し上げます｡平素 本学の教育
研究活動に対しまして､ご理解とご協力を賜り深く感謝いたしております｡
さて､本学情報システム学科では平成 12年より､電子政府実現度世界第1位といわれ
社会の情報化が進んでいるカナダのアルバータ州立大学で夏期セミナーを実施してきま
した｡夏期セミナーでは科目 ｢北米社会と情報｣を設置し､アルバータ州立大学のあるエ
ドモントンにぉいて､毎年5社前後の先進的な情報関連企業を訪問してきました｡エドモ
ントンは新潟とほぼ同じ大きさの都市ですが､エドモントンにある情報関連企業は日本と
比べると明らかに小規模な企業が多く､しかも日本に比べると独自性の強いビジネス展開
を行っている企業が多いように感じられました｡そこでこの違いが実際に存在するのか､
そして違いがあるとすればその原因は何かを明らかにするため､昨年エドモントンの情報
サービス関連企業についてインタビューを含む実地調査を実施しました｡
これまでにエ ドモントンの情報関連企業の調査結果を整理することができましたこと
から､今回は同様の都市環境を持つ新潟の情報関連企業の実態調査を実施させて頂きたい
と存じます｡本調査はアルバータ州立大学Extension学部で実施した調査内容と同一のも
のです｡データの取り扱いについてアルバータ州立大学Extension学部の倫理委員会によ
る承認も受けております｡企業の形態､規模､商品､営業体制､海外売上､新商品開発､
研究開発など､新潟地域における情報サービス産業関連企業の基礎情報を得ることを調査
の目的としております｡また､ご承諾がいただけた企業に対する面接調査も予定しており
ます｡回答者に関する個人情報は匿名で扱い目的以外には使用いたしません｡また結果を
公表する場合があっても個人や企業名が特定されることのないように取り扱わせていた
だきます｡
アンケート調査票を同封いたしますので､お手数とは存じますが､11月10日までに同
封の返信用封筒により返送いただけますようお願いいたします｡大変お忙しいとは存じま
すが､貴社におかれましても､本調査の趣旨をご理解くだされ､ご協力の程よろしくお願
い申し上げます｡既に実施したカナダの情報サービス産業の調査報告書も同封させて頂き
ますので､ご参考にして頂ければ幸いです｡
敬具
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調査の概要
調査責任考
氏名 :高木義和
所属 :新潟国際情報大学情報システム学科教授
住所 :新潟市みずき野3-1-1
e-mail:takagi@nuis.ac.iT)
電話 :025-239-3111(3754)
調査方法
調査企業は新潟県IT産業ネットワーク21の会員企業､イエローページの情報通信産業の
中で情報サービス産業に関連のあると思われる企業 (電話による事前確認を含む)を対象とし
て実施する｡質問票は郵送で送付し､同封の返信用封筒にて回収する｡個々の回答企業の中で
了承を得られた企業に対しインタビューを実施する｡
調査の背景と目的
情報化の先進地であるカナダのアルバータ州エ ドモントンの情報サービス関連企業は日本
と比べると明らかに小規模な企業が多いけれども､日本の情報サービス産業関連企業にくらべ
ると独自性の強いビジネス展開を行っている傾向が認められる｡エ ドモントンの人口は市街地
で約70万人､房辺部を含めると約100万人でほぼ新潟市に匹敵する｡市の大きさも30KM
四方で新潟市とほぼ同じである｡また､エ ドモントンと新潟市は国の首都から離れた州都と県
庁所在であり､同一経済圏に別の大きな工業都市(カルガリー と長岡)があるなど､地理的､心
理的な類似性が認められた｡これらの類似性は新潟とエドモントンの情報サービス閑適企業の
活力を比較するために適した条件である｡
そこで新潟とエドモントンの情報サービス産業関連企業について比較調査を行い､両者の産業
構造の違いを明らかにする｡そして､違いの原因を明らかにすることによりグロー バル化を迎
えようとしている日本の情報サービス産業の聞かれている状況を考察する｡
秘密_の保持
回答頂いた場合､回答は全て番号で生理することにより回答内容を駅名の状憶で保管し､外
部に情報を漏洩することはありません｡また結果を公表する場合があっても個人や企業名が特
定されることのないように取り扱います｡データは安全に管理されたコンピュータで処理をし､
回答票との照合は整理番号で取り扱います.現データは調査17･任者の研究室で安全に管理しま
す｡
所要時間
質問票は20間からなり､回答に必要な時間は15分程度です｡
調査に関する質問
調査に関する質問や疑問がある場合は､以下のいづれかの方法で調査貿任者まで問い合わせ
てください｡
高木 義和
e･mail:takagi@nuis.ac.ip
電話 :025-239･3111(3754)
Fax:025-239-3828
]
回答の返送
回答は､11月10日までに同封の返信用封筒にて､返送頂けますようお願い致します｡
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資料2 質問票
一一一一一一一一一-一一一一一一会社について---
1. あなたの会社の形態は何ですか? 該当するアルファベット1つに○をつけてくだ
さい｡
A 法人会社
B 自営業
C 共同経営
D 非営利団体
E 他(
F 共同組合
G 共同事業
H 政府 ･地方公共団体
2.あなたの会社はいつ設立されましたか? 年号をお答えください｡
明治 ･大正 ･昭和 ･平成 年 または､西暦 午
3.あなたの会社の従業員は現在何名ですか (パー トタイムを除く)? 該当するアルフ
ァベット1つに○をつけてください｡
A O 人 E
B 1-4 人 F
C 5-9 人 G
D 10-49人 H
??
?
???
??
?
???
?
????
?
??
?
?
???
4. あなたの会社の新潟地域の従業員は現在何名ですか (パー トタイムを除く)? 該当
するアルファベット1つに○をつけてください｡
A O 人
B 1-4 人
C 5-9 人
D 10-49人
E 50-100
F 100-200
G 200-499
H 500&over
???
?
5.あなたの会社が設立された時の従業員は何名でしたか (パー トタイムを除く)? 該
当するアルファベット1つに○をつけてください｡
A O 人
B 1-4 人
C 5-9 人
D 10-49人
E 50-100
F 100-200
G 200&over
H ･不明
???
6.あなたの会社の設立時の資金に何を使用しましたか? 使用した全ての資金に○をつ ′
けてください｡?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
ベンチャーキャピタル
公的な貸付金や補助金
銀行などからの融資
個人資金
リー ス契約
クレジットカー ド
親会社の利益剰余金
親族/友人からの借入金
親族/友人からの投資
出資証券 (株式の発行を含む)
他 (
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7.あなたの会社の昨年の会計年度における総売上高はいくらでしたか?(円) 該当する
アルファベット1つに○をつけてください｡
A 10,000,000円未満 E 500,000,000- 999,999,999 円
B 10,000,000- 49,000,000円 F 1,000,000,000-1,999,999,999円
C 50,000,000- 99,999,999円 G 2,000,000,000-4,999,999,999円
D 100,000,000-499,000,000円 H5,000,000,000 円 以上
8.国外 (日本以外の国)における売上は､会社の総売上に対して何パーセントを占めます
か? 該当するアルファベット1つに○をつけてください｡
A 10 .%以下 D 30-39%
B 10-19% E 40-49%
C 20-29% F 50 %以上
9.あなたの会社の主な事業は何ですが? 該当する事業を最大3項目まで選択し､選択
した事業に○を付けてください｡
【情報サービス産業】
ソフトウエア事業
- 自社でソフトウェアパッケージを開発し販売する串業
データプロセッシング､ホスティング､および関連するサービス
ウェブホスティングサービス
アプリケーションのホスティングサービス
ASPs(アプリケーションサービスプロバイダ)
- 自動データ処理サービス
コンピュータの時間貸､タイム ･レンタル､タイム ･シェアリングサービス
データ処理サービス
ス トリー ミングサービス
スキャニングサービス
コンピュータシステムデザイン､および関連サービス
アプリケーションソフトのプログラミングサービス
アプリケーションソフトの設計と開発サービス
プログラミングサービス
ソフトウエアのサポー トサービス
WEBサイ トのデザインと開発サービス
CAD,CAE,CAMシステム統合サービス
コンピュータの技術的コンサルタントサービスまたはコンサルタント
コンピュータシステム設計､開発､およびインテグレーションサービス
ネットワークの統合設計と開発サービス
ファシリティーマネジメントと運用サービス
コンピュータ障害回復サービス
ソフトウエア ･インス トー ルサービス
パッケジソフトウエアのカスタマイズとインテグレーションサービス
IT技術サポー トサービス (ハー ドウエアとソフトウエアの全てのサポー トを含む)
【その他の産業】
- 情報機器販売
情報通信 ･ネットワーク
- 印刷
その他 (
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10.あなたの主な顧客の産業分野は何ですか? 主な産業分野を最大3項目まで選択し､
選択した産業分野に○を付けてください｡
- 農業､林業､漁業
- 鉱業､石油､電気､ガス
建設
銀行､保険､不動産
- 製造
- 政府､都道府県､市町村､およびそれらに関連する団体
卸売､小売
ll.あなたの主な顧客の企業規模はどの程度ですか? 最大3項目選択し､選択した企業
規模に○を付けてください｡
_ 個人企業
小企業 (従業員10人以下)
_ 中小企業 (従業員10-99人程度)
中企業 (従業員100-499人)
大企業 (従業員500人以上)
不明
12.あなたの会社の製品やサービスの強味は何ですか? 強さの順に最大3項目まで選択
し､強い順に1から3の番号で答えてください'｡
優位性のある機能および (あるいは)技術
信頼性
サポート
販売力
プロジェクトマネジメント
国外販売
会社の知名度､ブランド
実績
資金力
人的資源 (
その他
13.新しい顧客を獲得するために最も効果的な販売戦略は何ですか? 効果的な順に最大
3項目まで選択し､効果的な順に1から3の番号で答えてください0
専門家団体
- 見本市
- 学会の大会
知人､人のつながり
- 投資銀行
- 政府 ･自治体の情報
地域の各種団体
インターネットの情報交換サイト
インターネットの会社リスト
自社のホームページ
顧客のホームページ
その他
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14.新しい契約を取るために重要な要素は何ですか? 重要な順に最大3項目まで選択
し､重要な順に1から3の番号で答えてください｡
コスト
スピー ド
顧客の要求に答えること (良い仕様書を含む)
実績
信頼性
- 社会的な関係 ｢
技術
タイミング
その他
一一一一一一一一一一一一一一一---AboutThefuture一一一一一
15.研究開発投資は総売上に対して何%になりますか (昨年の会計年度)? 該当
する欄に○をつけてください｡可能なら ( )の中に具体的な数値を記入くださ
い｡
1% 未満
1.0-1.90/
2.0-2.9%
3.0-3.9%
4.0-4.9%
???????????
5.0-9.9%
10.0-14.9%
15.0-19.9%
20%以上
答えられない
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ??
16.あなたの会社は､新商品や新サービス開発のために必要な､キーとなる技術や､ビジ
ネスのアイデアや､市場ニーズをどのように得ていますか? 最大3項目まで選択し､
選択した項目に○を付けてください
R&D(研究開発)
ベンチャーキャピタル
大学 (産学連携)
学会
出資者
毎日のビジネス､営業あるいは労働現場
あなたの会社より大きな会社との提携
あなたの会社より小さな会社との提携
- 特許などの知的財産
新商品や新サービスの開発は行っていない
他
17.あなたの会社は進行中のプロジェクトの共有情報や知的財産をどのように管理して
いますか? 該当する箇所に○をつけてください｡
データベース 共有ファイル 書類の保存 存在しない 他
毎日の報告書
経過報告書*
最終報告書
*プロジェクト管理報告書
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18.あなたの会社は､個別のプロジェクトから得られた2次的な知的財産 (委託先や顧客
との共同作業の結果として得られた知見)をどのように管理していますか? 該当す
る全ての項目に○を付けてください｡
書類を作成しない
書類を作成し保存する
書類を作成し共有ファイルとして管理する
クライアントと共同で共著の論文や記事を作成する
- 特許を出願する 1
他
19.あなたの会社の最終的な目的は何ですか? 1項目に○をつけてください｡
グローバル企業になること
- 幅広い事業のできる大企業になること
独自の商品やサービスを持つこと
人や社会に貢献できること
株式を上場すること
- 従業員にとって良い会社になること
- 競争力のある会社になること
他
20･昨年の会計年度における会社の総売上に対して､下請け契約に与る売上は何パーセン
トを占めますか? 該当するアルファベット1つに○をつけてください｡
A 下請け契約はない D 30-49%
B 9 %以下 E 50-69%
C 10-29% F 70 %以上
21.差し支えなければあなたの会社名を教えてください｡
--一一一一-一一一一一一一一一一一一一インタビュー調査----
22.今由の回答内容を正確に理解することを目的とし面接調査の機会を頂きたいと考え
ています｡60分程度の時間を予定していますが､この面接調査に協力していただけま
すか?
A 応じる B 応じられない C 他
インタビューに応じて頂ける場合は､名刺を添付して頂くか､あるいは以下にお名前
と会社名､部署､e-メールアドレスあるいは電話番号をご記入ください｡
お名前
会社名
部署
電話番号
e-mailaddress
以上です.あクがとうございまL,71-0
凝滞贋IT産算ネッi･クーク21
脚 富者好 ｢コンビェ-ク,システムインテクL/-Ftl,ノフFクエ7,インターネッ )^
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